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◆本資料に掲載した各事業に関するご質問等は、直接、各所管課にお問い合わせください。　　　西東京市役所042-464-1311（代表）
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

1
多摩六都科学館組合負担
金

多摩北部地域(小平市、東
村山市、清瀬市、東久留
米市及び西東京市）住民
の生涯学習の推進を図り、
圏域の文化の振興に寄与
することを目的とする。

多摩六都科学館の管理及
び運営

多摩六都科学館の管理及
び運営に係る経費の一部
を負担する。

○ 1団体 多摩六都科学館組合規約 175,070,000 0 42,525,000 0 132,545,000
企画部
企画政策課

2
多摩北部都市広域行政圏
協議会負担金

多摩北部地域(小平市、東
村山市、清瀬市、東久留
米市及び西東京市）にお
ける広域行政の推進を図
るため、広域行政圏計画
の策定及び広域行政圏の
市民の生涯学習を推進す
るための事業を行う。

広域行政圏計画の策定及
び文化事業等共同事業の
実施及び専門委員会の運
営等

広域行政圏の市民の生涯
学習を推進するための事
業に係る経費の一部を負
担する。

○ 1団体
多摩北部都市広域行政圏
協議会規約

3,113,000 0 800,000 0 2,313,000
企画部
企画政策課

3
四市行政連絡協議会負担
金

武蔵野市、三鷹市、小金
井市及び西東京市の市長
が、多様化する都市行政
について、情報交換及び
諸問題の協議を通じて各
市の施策への一助とする
ことを目的とする。

多様化する都市行政につ
いて、情報交換及び諸問
題の協議を行う。

四市行政連絡協議会に係
る経費の一部を負担する。

○ 1団体 四市行政連絡協議会規約 40,000 0 0 0 40,000
企画部
企画政策課

4 東京都市長会負担金

各市間の連絡調整を図
り、市政の円滑な運営と向
上を期し、自治発展に寄
与する。

行政及び財政に関し、国
や都に対する要望活動等
の事業を行う。

分担金2,956,000円
①一般分担金
(第１期分1,324,000円）
②一般分担金及び軽自動
車税取扱分担金
（第2期分1,632,000円）

○ 1団体 東京都市長会会則 2,956,000 0 0 0 2,956,000
企画部
秘書広報課

5 全国市長会負担金
全国の各自治体間の連絡
調整を図り、地方自治体
の興隆・繁栄に寄与する。

市政に関し、中央・地方の
連絡調整を図るとともに、
内閣または国会に対する
意見・具申を行う。

分担金778,000円
（①人口15万人～20万人
の均等割額50,000円②人
口区分割額728,000円）

○ 1団体 全国市長会会則 778,000 0 0 0 778,000
企画部
秘書広報課

6
全国市長会関東支部負担
金

関東地区の自治体間の連
絡調整を図り、市政に関し
諸般事項を調査し、各市
の発展に寄与する。

市政に関し、中央・地方の
連絡調整を図るとともに、
内閣または国会に対する
意見・具申を行う。

分担金40,000円 ○ 1団体
全国市長会関東支部総会
規則

40,000 0 0 0 40,000
企画部
秘書広報課

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象
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7
各種研究会及び臨時負担
金

市長及び副市長が出席す
る会議等の参加費

全国の市長及び副市長の
研修･視察・情報交換等を
目的とする会議

①全国都市問題会議参加
費20,000円（10,000×2
名）
②東京都市長会議及び意
見交換会参加費5,000円
（5,000×1名）
③東京都市区長会総会及
び意見交換会参加費
④東京都市副市長会議及
び意見交換会参加費
5,000円（5,000×1名）
⑤その他研修会

○ 3団体 東京都市長会会則 30,000 0 0 0 30,000
企画部
秘書広報課

8 日本広報協会負担金

国、地方自治体その他公
共の利益に資することを目
的として設置された団体、
組織等が、その活動の基
盤となる情報発信、情報収
集、コミュニケーション等を
より効果的・効率的に行う
ための広報・広聴活動を
支援し、向上を図ることを
目的としている。

日本広報協会の主な事業
1.広報・広聴活動に関する
調査・分析・研究とその公
表及び公開に関する事業
2.団体、組織等の要員の
能力開発に関する事業
3.広報・広聴活動の企画・
立案・実施を支援する事
業
4.広報・広聴活動に関する
評価・顕彰事業

負担金内容
年会費（人口10万人以上
の市）　42,000円

○ 1団体 社団法人　日本広報協会 42,000 0 0 0 42,000
企画部
秘書広報課

9
地方自治情報センター負
担金

地方自治体の情報処理に
関する情報収集並びに調
査を充実することにより、
事務水準の向上を図る。

(財)地方自治情報セン
ターの正会員費の負担

正会員会費
180,000円/年会費

○ 1団体
(財)地方自治情報セン
ター寄付行為

180,000 0 0 0 180,000
企画部
情報推進課

10
電算システム研修参加負
担金

職員の技術水準の向上を
図る。

システム関係講習会参加
受講費

研修参加受講費 ○ 6人 研修会受講料 585,900 0 0 0 585,900
企画部
情報推進課

11
東京電子自治体共同運営
協議会負担金

都内の地方公共団体が共
同して電子自治体を実現
することにより、住民に対
する行政サービスの向上
並びに行政運営の高度化
及び効率化を図る。

情報セキュリティ委員会の
専門員報酬、技術評価及
び調査等委託、その他共
同運営に必要な事項

電子自治体共同運営協議
会に係る経費の一部負担

○ 1団体

東京電子自治体共同運営
協議会規約
平成22年度負担金取扱要
領

281,000 0 0 0 281,000
企画部
情報推進課

12
東京市町村総合事務組合
負担金(管理分）

東京都全39市町村の住民
の福祉を増進するために
必要な連絡、調整、相互
協力および共同処理する
事務事業の用に供する。

自治会館の管理運営等を
行う同団体に負担金を支
出する。

○ 1団体
東京市町村総合事務組合
規約

3,222,000 0 0 0 3,222,000
総務部
総務法規課
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13
東京都市統計協議会負担
金

国又は地方行政の基礎資
料である統計の重要性に
鑑み、確実な諸資料を作
成供与するため各市の相
互連携と協力を図る。

確実な統計資料を作成供
与するため各市の相互連
携と協力を図る同団体に
負担金を支出する。

○ 1団体 東京都市統計協議会会則 10,000 0 0 0 10,000
総務部
総務法規課

14
東京都市固定資産評価審
査委員会審査事務協議会
負担金

固定資産評価審査事務の
必要事項の調査、研究、
協議等を行い、審査事務
の公平円滑化を期する。

評価審査事務に関する協
議会

協議会負担金　2,500円×
５人

○ 1団体
東京都市固定資産評価審
査委員会審査事務協議会
規約

12,500 0 0 0 12,500
総務部
総務法規課

15
固定資産評価審査委員会
運営研修会負担金

委員及び事務局職員の研
修を行い、円滑な運営及
び資質の向上に資する。

固定資産税制度等に関す
る研修

研修負担金　　1,500円×
４人

○ 1団体
財団法人資産評価システ
ム研究センター研修計画

6,000 0 0 0 6,000
総務部
総務法規課

16
東京都統計協会負担金

＊平成24年 3/31に解散

統計の普及・利用促進及
び統計関係者の資質向上
を図る。

統計の普及啓発及び改善
発達を図る同団体に負担
金を支出する。

○ 1会員 東京都統計協会会則 0 0 0 0 0
総務部
総務法規課

17 防火管理研究会負担金

各事業所における自主防
火管理体制の確立を図
り、災害の未然防止と防火
管理意識の高揚を図るとと
もに、会員相互の連絡強
調及び地域の連携を目的
とする。

防火に関する各種研修・
講習会の参加、自衛消防
隊への指導・助言の依頼、
防火防災訓練への指導依
頼

本会の目的を達成するた
めに行う事業等に要する
経費について、年に一度
会員である各事業所が負
担するもの。
（田無庁舎・保谷庁舎）
月額500円×12月

○ 1団体
西東京防火管理研究会会
則

12,000 0 0 0 12,000
総務部
管財課

18 安全運転管理者負担金

交通事故を防止するため
安全運転管理者等の所属
する事業所の安全運転管
理の確立ならびに会員相
互の研鑽と親睦を図る。

1交通安全対策に関する
調査研究事項
2安全運転管理者等の教
養、研修事項
3関係機関、団体ならびに
会員との連絡事項
4会員相互の親睦に関す
る事項
5その他本会の目的達成
に必要な事項

本会を運営するための年
会費として年に一度会員
である各事業所が9,800円
の負担をするもの。

○ 1団体
田無地区安全運転管理者
部会会則

9,800 0 0 0 9,800
総務部
管財課

19
安全運転管理者講習会負
担金

自動車を使用する企業に
おいて、自動車の安全な
運転を確保するために、
正・副安全運転管理者を
対象とした講習会を行う。

正・副安全運転管理者を
対象とした講習会を実施

講習会を受講する安全運
転管理者１名につき4,200
円、副安全運転管理者１
名につき2,800円を負担す
るもの。

○ 1団体
道路交通法第１０８条の2
第１項第１号

21,000 0 0 0 21,000
総務部
管財課
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20 通信教育研修経費助成金

職員の自己啓発及び資質
の向上を図るため通信教
育に要する経費を助成す
る。

通信教育の修了者に対し
て受講料の5割を助成す
る。

○
受講者 10
人
修了者 8人

西東京市職員通信教育研
修実施及び経費助成要綱

61,425 0 0 0 61,425
総務部
職員課

21 各種研修負担金
各種研修負担金、自主研
修グループ助成金

各種研修及び研究等の経
費を助成する。

各種研修、自主研究
1,345千円を限度

○ ○

各種研修負
担金　36件
自主研究
0件

西東京市職員研修規則
自主研究グループ助成要
綱

909,732 0 0 0 909,732
総務部
職員課

22 職員福利厚生費交付金
互助会の事業を助成す
る。

福利厚生事業、教養文化
事業、体育保健事業等へ
の助成

17,000円×1,029人 ○ 1団体
西東京市職員互助会に関
する条例、西東京市職員
互助会交付金要綱

13,419,986 0 0 0 13,419,986
総務部
職員課

23
(財)東京都人材支援事業
団交付金

都から派遣されている職員
の福利厚生事業の運営を
助成する。

都から派遣されている職員
４人分（教育指導課２人分
を含む）の交付金

給料月額×3.2/1000 ○ 1団体 職員派遣に関する協定 17,756 0 0 0 17,756
総務部
職員課

24
（社）東京都教職員互助会
交付金

都から派遣されている教育
委員会教育指導課職員の
互助会事業の運営を助成
する。

都から派遣されている教育
指導課職員２人分の交付
金

給料月額×1.3/1000×３ ○ 1団体 職員派遣に関する協定 42,552 0 0 0 42,552
総務部
職員課

25
衛生管理者受験講習会負
担金

衛生管理者の養成
衛生管理者資格取得受験
のための講習会受講料

3,000円×4人 ○ 1団体
西東京市職員の労働安全
衛生管理規則

3,000 0 0 0 3,000
総務部
職員課

26 産業医研修負担金
医学及び産業衛生に関し
専門的知識を習得する。

地方公務員安全衛生推進
協会が主催する産業医研
究受講料

2,000円×1人 ○ 産業医2人
西東京市職員の労働安全
衛生管理規則

0 0 0 0 0
総務部
職員課

27
東京都市町村総合事務組
合負担金（研修費）

職員の能力開発・向上・育
成のための職員研修費用
の負担

東京市町村職員研修所で
実施する職員研修への助
成

・職員割6,693千円
・均等割1,287千円

○ 1団体
・東京市町村総合事務組
合規約
・西東京市職員研修規則

7,980,000 0 0 0 7,980,000
総務部
職員課

28 職員派遣費用負担金

東日本大震災の人的支援
として、東京都多摩地域26
市の職員を被災地へ派遣
するバスの借上経費の負
担

被災地に職員派遣するた
めに借上げたバスの経費
を、派遣した人数に応じて
東京都市長会へ支出

○
1団体
(10人分）

112,262 0 0 0 112,262
総務部
職員課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
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№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

29 電子調達情報提供負担金

電子調達システムを使用
し、契約事務及び検査事
務の円滑な執行を行うた
め。

都内区市町村共同で東京
電子自治体共同運営協議
会を運営し、電子調達シス
テムの利用を行っており、
本システムを使用して電子
による入札参加資格審
査、入札を実施している。

電子調達サービスの利用
に伴う負担金
【経営事項審査データ取
得に係る負担金】52,510円
【CORINSデータ利用に係
る負担金】7,652円

○ 1団体
東京電子自治体共同運営
協議会規約及び平成23年
度負担金取扱要領

60,162 0 0 0 60,162
総務部
契約課

30 防犯協会補助金

地域安全運動を活発に推
進し、市民一人ひとりの防
犯を高め、犯罪のない住
みよい街づくりに貢献す
る。西東京市防犯協会が
実施する防犯活動に対し
て、補助金を交付すること
により、市民生活の安全確
保に資することを目的とす
る。

各種犯罪防止及び少年非
行の防止のための広報活
動・街頭活動（キャンペー
ン）・防犯パトロール活動を
する。

防犯講演会、地区防犯座
談会、駅頭防犯キャン
ペーン、非行防止少年野
球大会、広報車による巡
回広報など、各種防犯活
動に必要な経費について
補助する。

○ 1団体
西東京市防犯協会補助金
交付要綱

1,310,000 0 0 0 1,310,000 危機管理室

31 防犯市民団体助成金

市内で防犯活動を行うた
めに自主的に設立された
防犯活動団体に対し、そ
の活動経費の一部を予算
の範囲内で補助することに
より、防犯活動の活性化を
推進することを目的とす
る。

市内の防犯パトロールや
声かけ運動などに必要な
防犯活動資器材・施設使
用料・印刷製本費・物品の
購入経費・講演会等の講
師に対する謝礼の一部を
補助する。

各団体が購入した防犯活
動資器材の購入等の金額
の２分の１以内、１団体の
上限20万円を限度として
補助する。

○ 12団体
西東京市防犯活動団体補
助金交付要綱

396,842 0 0 0 396,842 危機管理室

32 消防委託負担金

自治体ごとの単独消防で
は、消防力の有機的機能
が発揮できないなどの理
由により、消防に関する事
務を特別区の消防を管理
する都知事をして管理させ
るため東京都に委託する。

消防に関する事務で、非
常備消防及び消防水利を
除く事務委託に係る負担
金。

四半期ごとに負担してい
る。地方交付税法第11条
の規定により算出する委
託市町村の負担額に基づ
き算出した額。

○ 1団体
消防事務委託に関する規
約

2,127,171,000 0 0 0 2,127,171,000 危機管理室
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№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

33
三多摩地区消防運営協議
会負担金

消防事務委託に伴う三多
摩地区の常備消防の運営
に関する都の消防計画に
ついて、知事に意見を具
申し、当該地区における
消防行政の円滑な運営と
消防力の強化を期する。

消防事務を委託した東京
都の市町村長及び議会議
長をもって組織している。

年1回負担している。
会員市均等負担5,000円

○ 1団体
東京都三多摩地区消防団
運営協議会会則

5,000 0 0 0 5,000 危機管理室

34
西東京防火防災協会補助
金

西東京防火防災協会が実
施する防火防災活動に対
して、協会の負担を軽減
し、もって災害のない安全
で住み良いまちづくりの確
保に資する。

防火防災協会の主催又は
他の団体等との共催によ
る災害予防活動又は協会
運営のための事務費等に
対し交付する。

予算の範囲内で補助して
いる。475,000円

○ 1団体
西東京防火防災協会補助
金交付要綱

475,000 0 0 0 475,000 危機管理室

35 消防団運営交付金
消防団の円滑な維持運営
を実現し、自治体消防活
動の責務を果たす。

消防団の会議、訓練・研
修等及び消防団の維持運
営に関する経費に対し交
付する。

本部運営費
350,000円+12,000円×
244名
分団運営費
450,000円×12個分団

○ 13団体
西東京市消防団運営交付
金交付要綱

8,474,000 0 0 0 8,474,000 危機管理室

36
三多摩消防団連絡協議会
負担金

三多摩地区内消防相互の
連絡協調並びに消防団員
の消防知識向上及び福利
厚生を図り、消防団の活
動の強化するとともに、消
防思想の普及等に寄与す
る。

三多摩地区内市町村消防
団長及び副団長をもって
組織している。

年１回負担している。
各団均等割+人員割

○ 1団体
東京都三多摩地区消防団
連絡協議会規約

114,000 0 0 0 114,000 危機管理室

37
北多摩地区消防団連絡協
議会負担金

地区内消防団の連絡協調
と団員の福祉増進並びに
消防技術の向上を図り、
消防団活動を強化するとと
もに、消防思想を普及し、
住民共同の福祉に寄与す
る。

北多摩地区消防団をもっ
て組織している。

年1回負担している。
160,000円

○ 1団体
東京都北多摩地区消防団
連絡協議会会則

160,000 0 0 0 160,000 危機管理室

38
北多摩地区消防大会負担
金

消防団の連絡協調、団員
の士気高揚および技術向
上を図る。

北多摩地区消防団にて、
年１回実施する。

年１回負担している。
各団均等割50,000円

○ 1団体
東京都北多摩地区消防団
連絡協議会会則

50,000 0 0 0 50,000 危機管理室
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39 東京都消防協会負担金

都内消防団相互の連絡協
調並びに消防団員の知識
等の向上及び福利厚生を
図るとともに、東京都が行
う消防諸行事に参加協力
し、消防思想の普及を徹
底し災害を未然に防止し、
もって人類共同の福祉増
進に寄与する。

都内消防団をもって組織
している。

年１回負担している。
各団均等割+定員数割+世
帯数割
125,700円

○ 1団体
社団法人東京都消防協会
定款

125,700 0 0 0 125,700 危機管理室

40
消防団員災害補償等市町
村負担金

東京都市町村消防団員等
公務災害補償条例に基づ
き、団員等が公務上の災
害を受けた場合にその災
害によって生じた損害を補
償し、合わせて被災団員
及びその遺族の生活安定
と福祉向上に寄与する。

損害補償費負担金
退職報償金負担金
消防事務費負担金
賞じゅつ金負担金

損害補償費負担金
　6,714,529円
退職報償金負担金
　4,684,800円
消防事務費負担金
　　687,729円

○ 1団体

東京都市町村消防団員等
公務災害補償条例
東京市町村総合事務組合
規約

12,087,058 0 0 0 12,087,058 危機管理室

41
消火栓新設及び移設等負
担金

市町村はその区域内に消
火栓を設置した水道業者
に対し、その消火栓の設
置及び管理に要する費
用、その他その水道が消
防用に使用されることにと
もない増加した水道施設
の設置及び管理に要する
費用につき、協議により相
当額を補償し、消防活動
に必要な最低限の消防水
利の充足に努める。

消火栓新設工事負担金
消火栓移設・取替工事負
担金
消火栓補修工事負担金
消火栓水使用料負担金

新設工事（11基）
4,966,852円
移設・取替工事（27基）
16,576,738円
補修工事(4)1,492,171円
水使用料230,280円
消火栓工事事務費負担金
2,653,576円

○ 1団体
消防法、水道法、地方公
営企業法施行令

25,919,617 0 0 0 25,919,617 危機管理室

42 震災用井戸保存助成金

震災用井戸について、そ
の維持管理に必要な経費
の一部を負担することによ
り、当該井戸の適正な保
存を図り、震災時その他水
道用水の補給が困難と
なった場合において、市
民の飲料水及び生活用水
の確保を図る。

要綱に基づき、震災用井
戸に指定された所有者に
助成する。

震災用井戸１件対し、毎年
予算の範囲内で交付す
る。
震災用井戸１件につき
3,000円

○ 178件
西東京市震災用井戸保存
助成費交付要綱

587,400 0 0 0 587,400 危機管理室
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43 防災市民組織助成金

地域における防災活動の
促進を図るため、自主的
に設立された防災市民組
織に対し、その活動経費
の一部を予算の範囲内で
補助する。

防災市民組織の防災資器
材購入経費について交付
する。

補助金の額は、購入経費
の1/2の額を限度とする。

○ 32団体
西東京市防災市民組織補
助金交付要綱

3,017,177 0 0 0 3,017,177 危機管理室

44
東京都市町村戸籍住民基
本台帳事務協議会負担金

戸籍並びに住民基本台帳
に関する諸法令の研究及
び改善、進歩を図る。

戸籍・住民基本台帳制度
の運用に係る意見交換及
び職員対象の初級・中級
研修会等の開催

○ 1団体
東京都市町村戸籍住民基
本台帳事務協議会会則

6,000 0 0 0 6,000
市民部
市民課

45
東京都市町村戸籍住民基
本台帳事務協議会北多摩
支部負担金

戸籍並びに住民基本台帳
事務について研究協議
し、適確な事務処理及び
能率化を図る。

各ケースの研究及び研究
会の開催

○ 1団体
東京都市町村戸籍住民基
本台帳事務協議会北多摩
支部規約

2,000 0 0 0 2,000
市民部
市民課

46
東京都外国人登録事務協
議会負担金

事務処理の改善を図るとと
もに、関係法令及び成規
の研究、参考資料の収集
並びに会員相互の連絡を
緊密にする事によって外
国人登録事務の適正かつ
円滑なる運営に資する。

新任、実務研修会及び視
察等の開催

○ 1団体
東京都外国人登録事務協
議会会則

7,500 0 0 0 7,500
市民部
市民課

47 管理費及び修繕積立金
ひばりヶ丘駅前出張所の
施設の管理に要する経費
に充てる。

敷地、全体共用部分等の
通常の管理に要する経費
(管理費)及び特別の管理
に要する経費(修繕積立
金)に充当

○ 1団体

建物の区分所有等に関す
る法律及びマンションの管
理の適正化の推進に関す
る法律並びにマンションの
建替えの円滑化等に関す
る法律

873,203 0 0 0 873,203
市民部
市民課

48
全国都市国保主管課長研
究協議会負担金

全国の都市の国民健康保
険主管課長が一堂に会
し、事業運営上の諸問題
を研究協議し、もって国民
健康保険事業の発展に資
する。

全国都市国保主管課長研
究協議会

参加者負担金 ○

1団体
（国民健康
保険中央
会）

全国都市国保主管課長研
究協議会開催要領

4,000 0 0 0 4,000

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

49 職員福利厚生費交付金
職員の福利厚生のための
互助会事業への助成を目
的とする。

福利厚生事業、教養文化
事業、体育保健事業等へ
の助成

○ 1団体
西東京市職員互助会に関
する条例

260,738 0 0 0 260,738

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計
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50
東京都国民健康保険団体
連合会保険者負担金

東京都国民健康保険団体
連合会事業の運営費の負
担

東京都全市区町村で連合
会運営費を負担する。

○ 1団体 国民健康保険法 3,320,837 0 0 0 3,320,837

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

51
国保総合システム稼動時
期変更に伴う分担金

国保総合システム稼動時
期の変更に伴う運用費用
を負担

東京都全市区町村でシス
テム稼動時期までの費用
を負担する。

○ 1団体
国保総合システム化同時
期の変更に伴う分担金規
定

2,959,000 2,959,000 0 0 0

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

52 特別徴収経由事務負担金
保険料を年金から特別徴
収する。

保険料を年金から特別徴
収するための事務経費負
担金

○ 1団体 国民健康保険法 12,098 0 0 0 12,098

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

53
療養給付負担金（一般被
保険者療養給付費）

病気等で医療機関にか
かった費用額の内、自己
負担を除く医療費につい
て医療機関に支払うことを
目的とする。

東京都国保連合会が医療
機関からの各保険者に対
する診療報酬の請求を、
保険者に代わり審査し、医
療機関への支払を行う。

○

1団体
（東京都国
民健康保険
団体連合
会）

国民健康保険法 9,964,601,153 2,194,484,035 446,795,682 5,614,219,115 1,709,102,321

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

54
療養給付負担金（退職被
保険者等療養給付費）

病気等で医療機関にか
かった費用額の内、自己
負担を除く医療費につい
て医療機関に支払うことを
目的とする。

東京都国保連合会が医療
機関からの各保険者に対
する診療報酬の請求を、
保険者に代わり審査し、医
療機関への支払を行う。

○

1団体
（東京都国
民健康保険
団体連合
会）

国民健康保険法 698,582,508 0 0 486,873,956 211,708,552

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

55
療養費負担金（一般被保
険者療養費）

病気等で医療機関にか
かった費用額の内、自己
負担を除く医療費につい
て医療機関に支払うことを
目的とする。

被保険者の一部負担を超
えた額を被保険者に支給

○

1団体
（東京都国
民健康保険
団体連合
会）

国民健康保険法 258,528,028 56,935,492 11,591,955 100,736,857 89,263,724

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

56
療養費負担金（退職被保
険者等療養費）

病気等で医療機関にか
かった費用額の内、自己
負担を除く医療費につい
て医療機関に支払うことを
目的とする。

被保険者の一部負担を超
えた額を被保険者に支給

○

1団体
（東京都国
民健康保険
団体連合
会）

国民健康保険法 13,153,598 0 0 9,167,353 3,986,245

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

57
高額療養費（一般被保険
者高額療養費）

病気等で医療費の負担軽
減を目的とする。

被保険者の一部負担が限
度額を超えた場合、超えた
額を被保険者に支給

○ 国保加入者 国民健康保険法 1,069,504,650 235,535,329 47,954,761 416,738,326 369,276,234

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

11



事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

58
高額療養費（退職被保険
者等高額療養費）

病気等で医療費の負担軽
減を目的とする。

被保険者の一部負担が限
度額を超えた場合、超えた
額を被保険者に支給

○ 国保加入者 国民健康保険法 88,277,449 0 0 61,525,384 26,752,065

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

59
高額介護合算療養費（一
般被保険者高額介護合算
療養費）

病気等で医療費の負担軽
減を目的とする。

被保険者世帯の年間の一
部負担及び介護を合算し
た額が限度額を超えた場
合、超えた額を按分し被保
険者に支給

○ 国保加入者 国民健康保険法 530,131 116,348 23,769 206,568 183,446

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

60
高額介護合算療養費（退
職被保険者等高額療養
費）

病気等で医療費の負担軽
減を目的とする。

被保険者世帯の年間の一
部負担及び介護を合算し
た額が限度額を超えた場
合、超えた額を按分し被保
険者に支給

○ 国保加入者 国民健康保険法 9,483 0 0 6,520 2,963

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

61 出産育児一時金
保険者は、被保険者が出
産等した場合、保険給付と
して支給する。

被保険者が出産（死産・流
産）した場合、請求により
保険給付として支給する。

1人につき390,000円。産
科医療補償制度加入分娩
機関30,000円加算。

○ 国保加入者 国民健康保険法 95,939,100 2,770,000 0 0 93,169,100

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

62 葬祭費
保険者は、被保険者が死
亡した場合、保険給付とし
て支給する。

被保険者が死亡した場
合、その葬祭を行なった人
に請求により保険給付とし
て支給する。

1人につき50,000円 ○ 国保加入者 国民健康保険法 11,000,000 0 0 0 11,000,000

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

63
結核・精神医療給付金（一
般被保険者結核・精神医
療給付金）

病気等で医療機関にか
かった費用額の内、患者
負担の軽減を目的とする。

東京都国保団体連合会が
医療機関からの各保険者
に対する診療報酬の請求
を、保険者に代わり審査
し、医療機関への支払を
行う。

○ 国保加入者 国民健康保険法 13,788,794 0 13,643,999 0 144,795

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

64
結核・精神医療給付金（退
職被保険者等結核・精神
医療給付金）

病気等で医療機関にか
かった費用額の内、患者
負担の軽減を目的とする。

東京都国保団体連合会が
医療機関からの各保険者
に対する診療報酬の請求
を、保険者に代わり審査
し、医療機関への支払を
行う。

○ 国保加入者 国民健康保険法 385,600 0 381,551 0 4,049

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

65 後期高齢者支援金
後期高齢者医療制度を支
援し、高齢者の医療を確
保する。

社会保険診療報酬支払基
金
後期高齢者医療保険者に
交付

○ 1団体
高齢者の医療の確保に関
する法律

2,426,265,362 875,569,224 103,050,058 156,629,411 1,291,016,669

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

66
後期高齢者関係事務費拠
出金

後期高齢者医療制度を支
援し、高齢者の医療を確
保する。

社会保険診療報酬支払基
金
後期高齢者医療保険者に
交付する事務経費

○ 1団体
高齢者の医療の確保に関
する法律

237,080 0 0 0 237,080

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

67 前期高齢者納付金
各保険者の前期高齢者に
係る医療費の負担を平均
化する。

社会保険診療報酬支払基
金
前期高齢者の加入割合が
高い保険者に交付

○ 1団体
高齢者の医療の確保に関
する法律

6,954,357 0 0 0 6,954,357

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

68
前期高齢者関係事務費拠
出金

各保険者の前期高齢者に
係る医療費の負担を平均
化する。

社会保険診療報酬支払基
金
前期高齢者の加入割合が
高い保険者に交付する事
務経費

○ 1団体
高齢者の医療の確保に関
する法律

231,692 0 0 0 231,692

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

69 老人保健医療費拠出金
老人保健制度の長期安定
を図り長寿社会を確立させ
るため

社会保険診療報酬支払基
金
全国の保険者及び国等の
拠出金をもとに運営

○ 1団体 国民健康保険法 1,152,735 329,572 20,511 203,991 598,661

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

70 老人保健事務費拠出金
老人保健制度の長期安定
を図り長寿社会を確立させ
るため

社会保険診療報酬支払基
金
全国の保険者及び国等の
拠出金をもとに運営

○ 1団体 国民健康保険法 141,102 0 0 0 141,102

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

71 介護納付金
介護保険制度の長期安定
を図り長寿社会を確立させ
るため

社会保険診療報酬支払基
金
全国の保険者及び国等の
納付金をもとに運営

○ 1団体 国民健康保険法 1,025,992,980 372,650,613 43,576,699 0 609,765,668

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

72
高額医療費共同事業医療
費拠出金

医療技術の高度化や医療
給付体制の整備充実に伴
ない、高額な医療費の影
響を緩和するための制度

東京都国民健康保険団体
連合会
東京都の国保保険者及び
都の補助により運営

○ 1団体 国民健康保険法 365,947,441 91,491,093 91,491,093 0 182,965,255

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

73
保険財政共同安定化事業
拠出金

都道府県内の市町村国保
間の保険料の平準化、財
政の安定化を図るため、
30万円超の医療費につい
て、市町村国保の拠出に
よる共同事業制度

東京都国民健康保険団体
連合会
東京都国民健康保険団体
連合会が事業主体となり
運営

○ 1団体 国民健康保険法 1,515,192,741 0 0 0 1,515,192,741

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

74 その他共同事業拠出金

医療技術の高度化や医療
給付体制の整備充実に伴
ない、高額な医療費の影
響を緩和するための制度

東京都国民健康保険団体
連合会
東京都の国保保険者及び
都の補助により運営

○ 1団体 国民健康保険法 5,096 0 0 0 5,096

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

75
特定健康診査・特定保健
指導国保連負担金

東京都国保連合会が行う
特定健康診査・特定保健
指導に関する事務に要す
る費用を会員が負担する。

東京都国民健康保険団体
連合会
東京都の国保保険者の補
助により運営

○ 1団体
高齢者の医療の確保に関
する法律

7,640,944 0 0 0 9,640,944

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

76 保養所宿泊助成費
被保険者の健康の保持増
進を図ることを目的とす
る。

保養施設と契約して利用
者に対し一定額を市が補
助する。

大人（13歳以上）1泊につ
き3,000円、子供（３～12
歳）一泊につき2,000円

○ 国保加入者 国民健康保険法 2,065,000 0 0 0 2,065,000

市民部
保険年金課
※国民健康保険特
別会計

77 日本国民年金協会負担金

国民年金事務を円滑かつ
国民年金法等の改正、事
務内容の調査・研究及び
研修等を期することを目的
とする。

国民年金法改正等に関す
る事務内容の調査・研究
及び研修等の事業

国民年金法改正等に関す
る事務内容の調査・研究
及び研修等のための必要
経費

○ 1団体
全国組織・日本国民年金
協会定款

10,000 0 0 0 10,000
市民部
保険年金課

14



事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

78 徴収事務費
後期高齢者医療保険料特
別徴収に係る経由事務経
費を負担する。

年金保険者と市区町村間
の年金天引きにかかる
データの授受が円滑に行
なわれるよう国保中央会・
国保連合会がデータの分
割・集約を行なうこととし、
経由事務に係る事務経費
を市区町村が負担する。

1件当たり2円90銭（介護保
険及び国民健康保険との
按分）

○

1団体
（東京都国
民健康保険
団体連合
会）

東京都国民健康保険団体
連合会「保険料等の特別
徴収に係る経由事務負担
金規程」

41,101 0 0 0 41,101

市民部
保険年金課
※後期高齢者医療
特別会計

79 広域連合分賦金

高齢者の医療費につい
て、高齢者世代と現役世
代の負担を明確化し、公
平で分かりやすい制度と
し、75歳以上の後期高齢
者についてその心身の特
性等を踏まえた独立した
医療制度とする。

都道府県単位ですべての
市区町村が加入する広域
連合を運営主体とするた
め、運営に必要な経費を
各市区町村で負担する。

○

1団体
（東京都後
期高齢者医
療広域連
合）

・東京都後期高齢者医療
広域連合規則第18条
・東京都後期高齢者医療
広域連合関係区市町村負
担金規則

3,238,456,791 0 159,799,027 1,605,829,300 1,471,828,464

市民部
保険年金課
※後期高齢者医療
特別会計

80 保養施設事業費

西東京市が契約する保養
施設を西東京市後期高齢
者医療に関する条例第3
条に規定する被保険者の
利用に供することにより、
被保険者の健康の保持増
進を図ることを目的とす
る。

保養施設と契約して利用
者に対し一定額を市が補
助する

1人1泊3,000円 ○ 609人
西東京市後期高齢者医療
保険保養施設利用補助要
綱

1,827,000 0 0 1,500,000 327,000

市民部
保険年金課
※後期高齢者医療
特別会計

81 葬祭事業費

西東京市後期高齢者医療
に関する条例第3条に規
定する被保険者が死亡し
た時に、当該被保険者の
葬祭を行なったものに対
し、葬祭費の一部を助成
することにより当該被保険
者の属する世帯の福祉の
向上を図ることを目的とす
る。

被保険者が死亡した場
合、その葬祭を行なった人
に請求により保険給付とし
て支給する

1人につき50,000円 ○ 958人
西東京市後期高齢者医療
葬祭費助成事業実施要綱

47,900,000 0 0 47,450,000 450,000

市民部
保険年金課
※後期高齢者医療
特別会計

82 献血推進協議会補助金

同会の活動を強化し、血
液の供給体制の円滑化と
献血制度の適正な運営を
確保する。

献血者への粗品代や同会
の事務費等に関する経費
を補助

807,824円 ○ 1団体
西東京市献血推進協議会
運営費等補助金交付要綱

808,000 0 0 0 807,824
市民部
健康課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

83 昭和病院負担金

組織市（小金井市、小平
市、東村山市、東久留米
市、清瀬市、東大和市、武
蔵村山市及び西東京市）
の住民の健康を保持す
る。

医療法に定める公的医療
機関としての病院の設置
及び管理に関する事務、
これに関連する保健衛生
事務を共同処理する。

事業収入、補助金、都負
担金その他の収入による
もののほか、組織市の分
賦金をもって支弁する。経
常算出分（均等割11％、
患者割87％、人口割
2％）、補助制度改正分

○ 1団体 昭和病院組合規約 204,765,000 0 0 0 204,765,000
市民部
健康課

84
救急業務連絡協議会負担
金

救急病院及び救急診療
所、救急協力医療機関並
びに救急関係機関と消防
署との連絡を密にして、救
急業務の適正化、円滑化
を図る。

目的を達成するための事
業に要するための会費

会費として年額50,000円 ○ 1団体
西東京市救急業務連絡協
議会規約

50,000 0 0 0 50,000
市民部
健康課

85
ヒブワクチン予防接種助成
金

乳幼児の保護者に対する
ヒブワクチン（インフルエン
ザｂ型ワクチン）接種費用
の負担軽減

ヒブワクチンを市内指定医
療機関以外にて接種した
場合、その費用の一部を
助成する。

接種1回につき、4,000円を
限度に助成。生活保護・
中国残留邦人等支援受給
者は接種1回につき、
8,000円を限度に助成

○

接種時に生
後2か月から
5歳未満の
者

西東京市インフルエンザ
菌ｂ型ワクチン予診接種費
用助成実施要綱

88,000 0 0 0 88,000
市民部
健康課

86 東京税務協会負担金

地方税財政制度の実務研
究、関係資料の収集、講
習及び納税思想の普及宣
伝等を行い税務行政の円
滑な運営に寄与し、地方
財政の確立に資することを
目的とする。

・地方税財政制度の調査
研究
・講演会等の開催
・研究誌及び印刷物の頒
布
・納税思想の普及宣伝
・国、都及び区市町村の
税財政制度運営に関する
業務の協力

東京都及び区市町村が負
担する同協会の分担金を
市町村が均等割額と税収
割額によりその６分の１を
負担する。

○ 1団体
公益財団法人　東京税務
協会寄付行為第3章第5条
第3号

68,500 0 0 0 68,500
市民部
市民税課

87
地方税電子化協議会負担
金

地方税の電子化を推進す
ることにより、納税者の利
便性の向上を図るとともに
地方税務行政の高度化及
び効率化に寄与することを
目的とする。

・エルタックス（地方税ポー
タルシステム）
・国税連携（確定申告デー
タを電子データとして市町
村に送信）
・年金特徴の経由機関業
務

・エルタックス
　会費190,000円
　運用関係費1,441,000円
  次期更改費163,000円
・国税連携関係費381,000
円
・経由機関
　システム運用関係費
415,000円
・統合様式作成費18,756
円

○ 1団体
公益社団法人　地方税電
子化協議会
　「会費及び負担金規則」

2,608,756 0 0 0 2,608,756
市民部
市民税課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

88
資産評価システムセンター
負担金

資産の状況及びその評価
の方法に関する調査研究
を行い、もって国、地方公
共団体等の諸施策の推進
に資することを目的とする

・調査研究事業
・研修事業
・情報収集提供事業
・受託事業

『人口５万人以上20万人未
満の市』に該当する為
90,000円

○ 1団体
財団法人資産評価システ
ム研究センター会員規定

90,000 0 0 0 90,000
市民部
資産税課

89
全国民生委員児童委員連
合会負担金

本連合会の活動費用を負
担することにより、民生委
員又は区市民生委員児童
委員協議会の運営の支援
の促進を図る。

全国の民生委員児童委員
に対する広報事業、調査
研究等を行う同会に対し、
負担金を支出する。

700円×民生委員定員数
（当該年度4月1日現在）

○ 1団体
全国民生委員児童委員連
合会評議会において負担
額を決定した。

79,100 0 0 0 79,100
福祉部
生活福祉課

90
東京都民生委員連合会負
担金

本連合会の活動費用を負
担することにより、民生委
員又は区市民生委員児童
委員協議会の運営の支援
の促進を図る。

東京都の民生委員児童委
員に対する研修事業、調
査研究等を行う同会に対
し、負担金を支出する。

5,400円×民生委員現員
数（当該年度4月1日現在
及び当該年度新任者数）

○ 1団体
東京都民生委員連合会理
事会にて負担額を決定し
た。

648,000 0 0 0 648,000
福祉部
生活福祉課

91 民生委員協議会補助金

同協議会の研修及び広報
活動の充実をもって、同協
議会の育成及び福祉の向
上を目的とする。

同会の研修費、事務費等
に関する経費

○ 1団体
西東京市民生委員児童委
員協議会運営費等補助金
交付要綱

1,826,000 0 0 0 1,826,000
福祉部
生活福祉課

92
北多摩北地区保護司会西
東京分区補助金

保護司の使命達成に資す
る活動を行う同会の運営
費を補助することにより団
体の育成及び福祉の向上
に寄与する。

同会の研修費、広報費、
事務費に関する経費

○ 1団体
北多摩北地区保護司会西
東京分区運営費等補助金
交付要綱

324,000 0 0 0 324,000
福祉部
生活福祉課

93
北多摩地区保護観察協会
負担金

本教会の経費を負担する
ことにより、北多摩地区内
の犯罪予防更生事業の強
化を図り、地域社会の健
全育成に寄与するため。

北多摩地区内の犯罪予防
更生事業の強化を図り、
地域社会の健全育成に寄
与するために、同地域内
18市が負担金を支出す
る。

当該年度の前年の10月１
日現在の人口（外国人登
録を除く。）に7円を乗じた
負担

○ 1団体
北多摩地区17市の市長会
にて負担額を決定した。

1,343,286 0 0 0 1,343,286
福祉部
生活福祉課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

94 社会福祉協議会補助金

社会福祉協議会の事業費
を一部補助することにより
住民参加の地域福祉活動
を促進し、地域社会の福
祉水準の向上を図る。

人件費、管理運営費、普
及宣伝、福祉行事、低所
得者世帯援護、在宅福祉
サービス事業、ふれあい
のまちづくり推進事業、
チェアーキャブ運行事業
等

○ 1団体

平成23年度社会福祉法人
西東京市社会福祉協議会
に対する運営費等補助要
綱

178,686,000 0 3,400,000 0 175,286,000
福祉部
生活福祉課

95
社会を明るくする運動実施
委員会補助金

罪を犯した者の更生に理
解を深め、明るい社会を目
指す同会の運営費を補助
することにより福祉の向上
を目指す。

同会の物品購入費、事務
費に関する経費を補助

○ 1団体
西東京市社会を明るくする
運動実施委員会助成金交
付要綱

48,000 0 0 0 48,000
福祉部
生活福祉課

96
シルバー人材センター運
営費補助金

シルバー人材センターの
健全な運営を確保し、高
齢者の生きがいとしての働
く場を提供するとともに、高
齢者福祉及び地域福祉の
向上に寄与する。

運営事業（職員の任用、
管理運営業務）、就業機
会拡大支援事業

○ 1団体

高年齢者等の雇用の安定
等に関する法律
東京都シルバー人材セン
ター事業補助金交付要綱
西東京市シルバー人材セ
ンターに対する運営費補
助金交付要綱

54,608,730 0 12,495,000 0 42,113,730
福祉部
生活福祉課

97
全国シルバー人材セン
ター協会賛助会員負担金

シルバー事業の普及啓発
事業、研修事業等を行う
同会に対し、賛助会員負
担金を支出する。

この協会の会費を負担す
ることにより区市シルバー
人材センターの円滑な運
営及び健全な発展を図り、
もって高齢者の福祉の増
進に資することを目的とす
る。

区市町村は賛助会員とな
り、会費は年5万円

○ 1団体
社団法人全国シルバー人
材センター事業協会会費
規程

50,000 0 0 0 50,000
福祉部
生活福祉課

98 福祉推進協議会補助金

同会は地域福祉の充実に
向けて活動している団体
であり、その運営費を補助
することに地域福祉の向
上に寄与する。

同会の事業費（つどい、学
習会等）等に関する経費を
補助

○ 1団体
西東京市福祉推進協議会
運営費等補助金交付要綱

143,000 0 0 0 143,000
福祉部
生活福祉課

99
福祉サービス第三者評価
受審費補助金

東京都が実施している福
祉サービス第三者評価シ
ステムを活用し、広く普及
させ、もって利用者本位の
福祉の実現を図り、市民の
福祉の向上に資することを
目的とし、補助金を交付す
る。

市内の福祉サービス提供
事業者（都が定めた評価
実施対象サービス）が都の
認証評価機関による第三
者評価を実施し、評価内
容を公表することに同意し
た場合、交付要綱に基づ
き補助金を交付する。

１サービス15万円を限度に
補助を行う。ただし、認知
症高齢者グループホーム
については、60万円を限
度とする。

○ 17事業所

・社会福祉法第78条（福祉
サービス提供事業者の努
力義務）
・西東京市福祉サービス
第三者評価受審費補助金
交付要綱

3,897,000 0 3,083,500 0 813,500
福祉部
生活福祉課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

100 後見等報酬助成費

後見等報酬費用の負担が
困難な被後見人等に対し
て後見等報酬費用を助成
することにより、成年後見
制度の利用を促進し、市
民の権利擁護の推進及び
福祉の向上を図る。

被後見人等に対し後見人
等に支払うべき報酬相当
額を助成する。

家庭裁判所の審判による
金額

○ 1人

西東京市権利擁護セン
ター設置要綱
西東京市後見等審判請求
申立て費用の本人負担の
申立てをしない場合の基
準及び後見等報酬費用の
助成要綱

240,000 0 120,000 0 120,000
福祉部
生活福祉課

101 敬老行事補助金

敬老月間（９月）内に地域
の高齢者、ご自身を含め
た個人・地域団体の方々
の企画・参加により行われ
る敬老行事に対し助成し、
地域福祉の向上を図る。

市内の70歳以上の高齢者
が15人以上参加した団体
で、敬老期間中（９月）に
「敬老」の文字を挿入した
行事を実施した団体に対
し補助金を交付する。

敬老行事を実施する団体
又は個人に対し、１行事
20,000円を限度し補助す
る。

○ ○ 206団体
敬老行事実施運営費補助
金交付要綱

4,099,479 0 0 0 4,099,479
福祉部
高齢者支援課

102 生活協力員家賃補助金

高齢者アパートの入居者
が安全かつ快適な生活を
営むことができるよう緊急
時の対応等のサービスを
提供するために設置する
生活協力員の家賃補助

都営住宅シルバーピアの
生活協力員家賃を補助す
る。

家賃相当分 ○ 3人
シルバーピア生活援助員
等設置要綱

3,506,400 0 0 0 3,506,400
福祉部
高齢者支援課

103 生活協力員研修費負担金

高齢者アパートの入居者
が安全かつ快適な生活を
営むことができるよう緊急
時の対応等のサービスを
提供するために設置する
生活協力員の研修

財団法人高齢者住宅財団
が主催する研修に生活協
力員を派遣する場合必要
な負担金を補助する。

11,000円×7人 ○ 7人
シルバーピア生活援助員
等設置要綱

77,000 0 38,500 0 38,500
福祉部
高齢者支援課

104
住宅改修理由書作成業務
助成費

介護保険の住宅改修理由
書作成の手続業務が無報
酬のため支援措置を行う
ため。

契約関係のない介護保険
認定者の住宅理由書作成
業務を行った、介護支援
専門員、作業療法士、理
学療法士、住環境コー
ディネーター２級以上の資
格取得者及び東京都高齢
者住宅改修アドバイザー
研修の終了者を雇用する
事業所に対して、補助金
を交付する。

作成業務
1件あたり2,000円

○ 50件
住宅改修理由書作成業務
助成金交付要綱

100,000 0 0 0 100,000
福祉部
高齢者支援課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

105 老人クラブ運営費補助金

市内の高齢者クラブが行う
活動に対して、その事業
費の一部を補助し、地域
高齢者福祉の増進を図
る。
※本市では、老人福祉法
に基づく老人クラブを「高
齢者クラブ」という名称で
活動しています。

社会奉仕活動，教養の向
上，健康増進への取り組
みに等に対して補助金を
交付する。

単位クラブの人数区分に
よる
月額及び＠100円×加入
会員数

○ 46団体
老人クラブ等運営費補助
金交付要綱

16,312,800 0 8,307,000 0 8,005,800
福祉部
高齢者支援課

106
老人クラブ連合会運営費
補助金

市内の高齢者クラブ連合
会が行う活動に対して、そ
の事業費の一部を補助
し、地域高齢者福祉の増
進を図る。

社会奉仕活動，教養の向
上，健康増進への取り組
みに等に対して補助金を
交付する。

高齢者クラブ連合会に年
200万円を助成する。

○ 1団体
老人クラブ等運営費補助
金交付要綱

2,000,000 0 223,000 0 1,777,000
福祉部
高齢者支援課

107
高齢者健康づくりイベント
事業補助金（誕生１０周年
記念事業）

市内の高齢者クラブ連合
会が西東京市誕生10周年
を記念する事業を計画し、
実施するに当たり、高齢者
の生きがいと健康づくりに
資することを目的とする。

市内の高齢者クラブ連合
会が西東京市誕生10周年
を記念する事業を計画し、
実施するに当たり、補助金
を交付する。

高齢者クラブ連合会に20
万円を助成する。

○ 1団体

西東京市誕生10周年記念
事業実施に係る西東京市
高齢者クラブ連合会補助
金交付要綱

200,000 0 0 0 200,000
福祉部
高齢者支援課

108
老人ホーム等建設費補助
金

老人ホーム等の建設の促
進，健全な運営及び高齢
者の福祉の増進を図る。

民間法人の行う特養ホー
ム及び在宅サービスの建
設に対し、市が補助するこ
とにより一定のベット数を
確保する。

シャローム東久留米・第二
喜久松苑・健光園・クレイ
ン・フローラ田無・あゆみえ
ん・保谷苑・小松原園・清
快園・グリーンロード

○ 10団体
西東京市特別養護老人
ホーム等補助金交付要綱

165,079,293 0 0 0 165,079,293
福祉部
高齢者支援課

109
老人保健施設等建設費補
助金

介護老人保健施設の整備
を促進し、もつて医療環境
と老人福祉の向上を図る。

市内に建設された老人保
健施設が地域の在宅介護
支援に貢献していくため
に、建設費の一部を助成
する。

ラビアンローゼ・ラビアン
ローゼ富士見

○ 2団体
介護老人保健施設整備費
補助金交付要綱

2,842,608 0 0 0 2,842,608
福祉部
高齢者支援課

110
小規模多機能型居宅介護
施設整備事業費補助金

介護保険事業計画に基づ
き、介護保険施設整備の
促進を図る。

地域密着型サービス事業
者として選定された場合
で、公的補助金を申請し
交付決定を受け、指定事
業者として認められた事業
者に対し助成する。

1施設当たり　5,000千円 ○ 1団体
地域密着型サービス等重
点整備事業補助金交付要
綱

5,000,000 0 2,500,000 0 2,500,000
福祉部
高齢者支援課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

111
認知症高齢者グループ
ホーム整備事業費補助金

介護保険事業計画に基づ
き、介護保険施設整備の
促進を図る。

地域密着型サービス事業
者として選定された場合
で、公的補助金を申請し
交付決定を受け、指定事
業者として認められた事業
者に対し助成する。

＜整備工事分＞
1ユニット25,000千円
重点地域指定加算
1ユニット当たり10,000千円
小規模併設加算
10,000千円
＜開設経費分＞
600千円×定員数

○ ○
1人
2団体

認知症高齢者グループ
ホーム緊急整備支援事業
補助金交付要綱

160,800,000 0 140,800,000 0 20,000,000
福祉部
高齢者支援課

112
夜間対応型訪問介護施設
整備事業費補助金

介護保険事業計画に基づ
き、介護保険施設整備の
促進を図る。

地域密着型サービス事業
者として選定された場合
で、公的補助金を申請し
交付決定を受け、指定事
業者として認められた事業
者に対し助成する。

夜間対応型訪問介護の実
施のために必要な経費
基準額　30,000,000円
施設等の整備に必要な経
費
基準額　5,000,000円

○ 1団体
地域介護・福祉空間整備
等事業補助金交付要綱

33,801,000 30,000,000 3,801,000 0 0
福祉部
高齢者支援課

113
認知症高齢者グループ
ホーム防火対策緊急整備
支援事業費補助金

認知症高齢者グループに
おける入居者の安全・安
心を確保するため。

既存認知症高齢者グルー
プで防火設備が未整備で
あり、整備を行う事業者に
対し助成する。

○スプリンクラー
施設面積１㎡当たり
@9,000円
（東京都介護基盤緊急整
備）
基準額　2,900,000円×
1/2
（認知症高齢者グループ
ホーム防火対策緊急整
備）

○ 1団体

地域介護・福祉空間整備
等事業補助金交付要綱
認知症高齢者グループ
ホーム防火対策緊急整備
支援事業費補助金交付要
綱

1,700,000 0 1,484,000 0 216,000
福祉部
高齢者支援課

114
介護保険利用者負担軽減
事業費（国制度・社会福祉
法人等）

低所得者で生計困難な人
の介護保険サービス利用
の促進を図る。

社会福祉法人等が生計困
難な低所得者に対して
サービス利用料を軽減し
た場合、当該社会福祉法
人に軽減に要した費用の
一部を助成する。

利用料の軽減を実施した
社会福祉法人等に対して
軽減に要した費用の１／２
を助成

○
1団体
（2人）

西東京市社会福祉法人等
の生計困難者に対する利
用者負担額軽減措置事業
実施要綱

21,427 0 10,000 0 11,427
福祉部
高齢者支援課

115
介護保険利用者負担軽減
事業費（都制度・介護サー
ビス提供事業者）

低所得者で生計困難な人
の介護保険サービス利用
の促進を図る。

介護サービス提供事業者
が生計困難な低所得者に
対してサービス利用料を
軽減した場合、当該介護
サービス提供事業者に軽
減に要した費用の一部を
助成する。

利用料の軽減を実施した
介護サービス提供事業者
に対して軽減に要した費
用の１／２を助成

○
3団体
（2人）

西東京市介護保険サービ
ス提供事業者の生計困難
者に対する利用者負担額
軽減措置事業実施要綱

17,052 0 5,000 0 12,052
福祉部
高齢者支援課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

116 三市運営協議会負担金

介護老人福祉施設並びに
デイケアセンターを協同で
利用するため、施設の助
成及び運営に必要な事項
を協議すること。

武蔵野市・小金井市及び
西東京市において、協議
及び合同研修会等を実施
し高齢福祉施策の資質を
高める。

負担金3万円 ○ 1団体

武蔵野市，小金井市及び
西東京市による老人福祉
施設協同利用事業運営協
議会規約

30,000 0 0 0 30,000
福祉部
高齢者支援課

117 職員福利厚生費交付金
職員互助会の事業を助成
する。

福利厚生事業、教養文化
事業、体育保健事業等へ
の助成

17,000円×24人=408,000
円
歳出戻入
超過交付返還金△95,115
円

○ 1団体
西東京市職員互助会に関
する条例

312,885 0 0 0 312,885

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特別会
計

118 特別徴収経由事務負担金

年金保険者と市間の年金
天引きに係るデータ授受
が円滑におこなわれるよう
国保中央会・国保連合会
が行う経由事務の負担金
を支払う

年金保険者と市間の年金
天引きに係るデータ授受
に関し、国保中央会・国保
連合会がデータの分割・
集約を行う。この経由事務
にかかる事務経費につい
て市が負担する。

○

1団体(東京
都国民健康
保険団体連
合会)

保険料等の特別徴収に係
る経由事務負担金規程(東
京都国民健康保険団体連
合会)

104,380 0 0 0 104,380

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特別会
計

119 研修会参加負担金
介護認定調査等に従事す
る専門職員の介護支援専
門員の更新研修等を行う。

厚生労働省令で定める更
新研修及び受験
その他研修

介護支援専門員実務研修
受講試験受験料
9,600円×3人=28,800円
介護支援専門員実務研修
参加負担金
26,560円×2人＝53,120
円　　介護支援専門員の
登録及び介護支援専門員
証交付手数料
2,620円×1名＝2.620円

○

1団体（財団
法人東京都
福祉保健財
団）

介護保険法
東京都認定調査員研修実
施要綱

84,540 0 0 0 84,540

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特別会
計

120
居宅介護サービス等保険
給付費

介護保険の被保険者の要
介護状態等に関して必要
な保険給付を行う。

介護保険における居宅介
護サービス（訪問介護、通
所介護、入浴サービス
等）、福祉用具の購入費、
住宅改修費

サービス利用した場合、費
用の９割を給付

○

要介護認定
者　7,423人
（平成23年
度末）

介護保険法 5,248,982,979 1,225,454,499 701,818,891 2,665,284,578 656,425,011

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特別会
計

121
施設介護サービス等保険
給付費

介護保険の被保険者の要
介護状態に関して必要な
保険給付を行う。

介護保険における介護老
人福祉施設等の施設介護
サービス

サービス利用した場合、費
用の９割を給付

○

要介護認定
者　7,423人
（平成23年
度末）

介護保険法 3,442,724,890 661,549,058 602,476,856 1,748,358,366 430,340,610

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特別会
計
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

122
地域密着型介護サービス
等保険給付費

介護保険の被保険者の要
介護状態に関して必要な
保険給付を行う。

高齢者が住み慣れた地域
での生活を継続する為生
活圏域ごとのサービス

サービス利用した場合、費
用の９割を給付

○

要介護認定
者　7,423人
（平成23年
度末）

介護保険法 610,797,933 147,909,948 76,349,742 310,188,501 76,349,742

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特別会
計

123
特定入所者介護サービス
等費

低所得者が、介護保険施
設などを利用した際に支
払う、食費と居住費（滞在
費）の自己負担の急騰を
防ぐ。

介護保険法の改正
（H.17.10.1施行）により、
食費や居住費（滞在費）が
保険給付の対象から除外
され自己負担になったこと
に伴う、低所得者の負担
の軽減

食費及び居住費（滞在費）
の基準費用額（厚生労働
大臣が定める）から所得の
状況に応じて定められた
負担限度額を控除した額
を補助

○

一定の所得
要件に該当
する要介護
認定者で市
が認定した
者1,462人
（平成23年
度末）

介護保険法 288,378,365 56,656,020 49,224,566 146,450,483 36,047,296

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特別会
計

124
介護予防サービス等保険
給付費

介護保険の被保険者が要
支援状態に関して必要な
保険給付を行う。

介護保険における居宅支
援サービス（訪問介護、通
所介護、入浴サービス
等）、福祉用具の購入費、
住宅改修費

サービス利用した場合、費
用の９割を給付

○

要介護認定
者　7,423人
（平成23年
度末）

介護保険法 453,205,317 107,420,887 58,977,325 230,156,440 56,650,665

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特別会
計

125
特定入所者介護予防サー
ビス等費

低所得者が、ショートステ
イを利用した際に支払う、
食費と滞在費の自己負担
の急騰を防ぐ。

介護保険法の改正
（H.17.10.1施行）により、
食費や滞在費が保険給付
の対象から除外され自己
負担になったことに伴う、
低所得者の負担の軽減

食費及び滞在費の基準費
用額（厚生労働大臣が定
める）から所得の状況に応
じて定められた負担限度
額を控除した額を補助

○

一定の所得
要件に該当
する要介護
認定者で市
が認定した
者1,462人
（平成23年
度末）

介護保険法 63,790 15,447 7,974 32,395 7,974

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特別会
計

126
高額介護サービス等保険
給付費

介護保険のサービスの利
用料が高額となリ、利用者
の家計の著しい負担となる
のを防ぐ。

介護保険における居宅介
護サービス、施設介護
サービス、居宅支援サー
ビスの自己負担の軽減

１割の自己負担が一定額
を超えた場合、その超えた
部分を補助

○

要介護認定
者　7,423人
（平成23年
度末）

介護保険法 193,165,910 46,776,779 24,145,739 98,097,653 24,145,739

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特別会
計
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

127
高額医療合算介護サービ
ス等保険給付費

介護保険のサービスの利
用料が高額となリ、利用者
の家計の著しい負担となる
のを防ぐ。

介護保険と医療保険にお
ける居宅介護サービス、施
設介護サービス、居宅支
援サービスの自己負担の
軽減

世帯内で一定額を超えた
場合、その超えた部分を
補助

○

要介護認定
者　7,423人
（平成23年
度末）

介護保険法 27,260,814 6,601,440 3,407,602 13,844,170 3,407,602

福祉部
高齢者支援課
※介護保険特別会
計

128
心身障害者（児）通所訓練
等事業関係費（運営費補
助金）

＊心身障害者、保護者等
のグループが実施する心
身障害（児）訓練事業、心
身障害者授産事業及び地
域デイサービス事業の円
滑な執行が行われることに
より、在宅心身障害者（児）
の自立促進を図ることを目
的とする。

＊心身障害者、保護者等
のグループが実施する心
身障害（児）訓練事業、心
身障害者授産事業及び地
域デイサービス事業に要
する経費の一部を補助す
る。

事業に要する経費の一部 ○ 4施設

＊西東京市心身障害者
(児)通所訓練等事業運営
費補助金交付要綱

53,604,506 0 25,903,500 0 27,701,006
福祉部
障害福祉課

129
知的障害者更生施設建設
費助成事業費

知的障害者更生施設入所
待機者の緩和、緊急一
時、ショートステイ事業の
充実を図ることを目的とす
る。

心身障害者施設の施設整
備経費を補助する。

建設費の一部 ○ 1施設
西東京市心身障害者施設
補助金交付要綱

3,000,000 0 0 0 3,000,000
福祉部
障害福祉課

130
地域福祉団体等振興事業
費（福祉団体運営費補助
金）

西東京市における福祉団
体の育成並びに福祉の向
上に寄与することを目的と
する。

西東京市における福祉団
体の運営に対し、その経
費の一部を助成する。

団体の整備拡充、管理運
営等に要する経費の一部

○ 10団体
西東京市福祉団体運営費
補助金交付要綱

4,883,000 0 2,441,000 0 2,442,000
福祉部
障害福祉課

131
地域福祉団体等振興事業
費（地域福祉振興事業運
営費補助金）

地域福祉の振興を図ること
を目的とする。

西東京市において活動を
する福祉団体が行う地域
福祉振興事業に対し、経
費の一部を補助する。

在宅福祉事業の運営に要
するコーディネーター人件
費、需用費、役務費、使用
料及び賃借料、備品購入
費等の一部

○ 2団体
西東京市地域福祉振興事
業運営費補助金交付要綱

4,871,000 0 0 0 4,871,000
福祉部
障害福祉課

132
小規模作業所等新体系移
行支援事業費

新体系事業の円滑な執行
を図ることにより、新体系
事業の利用者の福祉の向
上を図るとともに、障害者
の自立更生を促進すること
を目的とする。

小規模作業所等から障害
者自立支援法に基づく障
害福祉サービスへ移行し
た社会福祉法人等に対
し、その運営等に要する経
費の一部を補助する。

障害者自立支援法に規定
する生活介護、自立訓
練、就労移行支援、就労
継続支援の運営等に必要
な経費

○ 6施設
西東京市小規模作業所等
新体系移行支援事業補助
金交付要綱

49,592,000 0 49,592,000 0 0
福祉部
障害福祉課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

133

事業者運営安定化等措置
事業費（通所サービス等
利用促進事業・新事業移
行促進事業・事務処理安
定化支援事業）

＊新体系の日中活動サー
ビス事業所及び旧体系の
通所施設における送迎
サービスの実施を促進し、
利用者がサービスを利用
しやすくし、利用者負担軽
減を図ることを目的とす
る。
＊旧法指定施設を新体系
事業所等へ移行すること
に伴うコストの増加等に対
応し、新体系事業所等へ
の移行の促進を図ることを
目的とする。
＊事業所等が行う事務処
理の安定化を図り、新体
系事業の円滑な執行を促
進することにより、新体系
事業の利用者の福祉の向
上及び障害者の自立更生
を図ることを目的とする。

＊利用者の送迎を行った
場合、直近1ヶ月間の送迎
実績が週3回以上であるも
のに、送迎に要する費用
を助成する。
＊移行した当該月に限り、
事業ごとに定める補助単
価に、当該月の利用者数
を乗じた額を補助する。
＊申請年度の7月におけ
る利用者数に、実利用者
数に応じて定める額を乗じ
た額を補助する。

＊送迎に要する費用
＊新体系事業所等への移
行に要した経費
＊事業所等が行う事務処
理に係る経費

○
＊4施設
＊11施設
＊5施設

＊西東京市通所サービス
利用促進補助金交付要綱
＊西東京市障害福祉サー
ビス新事業移行促進補助
金交付要綱
＊西東京市障害福祉サー
ビス事務処理安定化補助
金交付要綱

8,433,801 0 6,324,000 0 2,109,801
福祉部
障害福祉課

134
障害者グループホーム等
防火設備整備助成事業費

グループホーム等の運営
を行う法人が防火設備を
整備することを促し、より安
全なグループホーム等を
整備することを目的とす
る。

障害者のグループホーム
が防火設備を新規に整備
する際に経費の補助を行
う。

経費の一部又は全部 ○
3施設

西東京市障害者グループ
ホーム等防火設備整備費
補助金交付要綱

1,512,000 0 756,000 0 756,000
福祉部
障害福祉課

135
北多摩北地域高次脳機能
障害支援ネットワーク負担
金

西東京市、小平市、東村
山市、東久留米市、清瀬
市の５市の障害福施策担
当部署や医療機関等で協
議会を構成、協議会は、
困難な課題を抱えている
高次脳機能障害者とその
家族を地域で支え、その
生活の質の向上に資する
ことを目的としている。

＊講演会や症例検討会等
の人材養成事業
＊ネットワーク構築及び特
に在宅時の支援を充実す
るための方策検討
＊当事者・家族会の支援

 協議会の活動に要する経
費は、５市の障害福祉担
当部署負担金をもって充
てる。
１団体30,000円

○
5団体
（負担金支
払団体）

北多摩北部地域　高次脳
機能障害者支援ネットワー
ク協議会規約

30,000 0 0 0 30,000
福祉部
障害福祉課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

136 自動車運転教習費補助金

心身障害者が自動車運転
免許を取得する際に要す
る費用の一部を助成する
ことにより、心身障害者の
日常生活の利便及び生活
圏の拡大を図り、その福祉
の増進に資する。

心身障害者が自動車運転
免許を取得する際に要す
る費用の一部を助成する。
18歳以上の心身障害者
で、道路交通法施行規則
第23条に定める適性試験
に合格し、かつ、次のいず
れにも該当する方
①　身体障害者手帳１級
～３級の方（ただし、内部
障害については４級、下肢
または体幹機能障害は５
級以上で歩行が困難な
方）愛の手帳１度～４度の
方
②　西東京市に引き続き３
月以上住所を有し、所得
が一定額以内であること

経費の一部
123,600円～164,800円

○ 4人
西東京市心身障害者自動
車運転教習費補助事業実
施要綱

659,200 299,464 149,732 0 210,004
福祉部
障害福祉課

137 母子団体補助金

母子及び寡婦家庭の交流
並びに団体の育成を図る
ことで、母子福祉及び寡婦
福祉の向上を図る。

母子団体の１年間の事業
活動経費の補助

補助額　200,000円 〇 １団体
西東京市福祉団体運営費
補助金交付要綱

200,000 0 100,000 0 100,000
子育て支援部
子育て支援課

138
私立幼稚園等補助事業費
（私立幼稚園等補助金）

認定こども園に対し運営費
等の一部を補助することに
より、就学前の子どもに対
して教育、保育等の総合
的な提供の推進を図ること
を目的とする。

東京都認定こども園の認
定基準に関する条例に基
づき設置する認定こども園
に対し、運営費等の一部
（東京都認定こども園運営
費等補助金交付要綱別表
に掲げる項目）を補助す
る。

補助金は、毎年度予算の
範囲内
認定こども園補助金
平成19年度に要綱設置

○ 6団体
西東京市認定こども園補
助金交付要綱

5,119,480 0 2,559,000 0 2,560,480
子育て支援部
子育て支援課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

139
私立幼稚園等補助事業費
（私立幼稚園等補助金）

私立幼稚園に対して補助
金を交付することにより、
幼児教育の振興及び充実
を図ることを目的とする。

私立幼稚園が、園児教育
の向上及び充実を図ること
を目的として実施する有益
性のある事業、教職員の
資質の向上と教育内容の
充実を目的として実施する
事業及び園児の健康を維
持することを目的として実
施する事業に要する経費
の一部を補助する。

補助金は、毎年度予算の
範囲内
私立幼稚園補助金
平成23年度予算
5,460,000円
14園　１園平均390,000円

○ 14団体

西東京市私立幼稚園補助
金交付要綱・西東京市私
立幼稚園類似施設補助金
交付要綱

5,460,000 0 1,675,300 0 3,784,700
子育て支援部
子育て支援課

140
私立幼稚園等補助事業費
（私立幼稚園類似施設補
助金）

私立幼稚園類似施設に対
して補助金を交付すること
により、幼児教育の振興及
び充実を図ることを目的と
する。

私立幼稚園類似施設が、
園児教育の向上及び充実
を図ることを目的として実
施する有益性のある事業、
教職員の資質の向上と教
育内容の充実を目的とし
て実施する事業及び園児
の健康を維持することを目
的として実施する事業に
要する経費の一部を補助
する。

補助金は、毎年度予算の
範囲内
私立幼稚園類似施設補助
金
平成23年度予算660,000
円　　　　　　３園　１園
220,000円

○ 3団体

西東京市私立幼稚園補助
金交付要綱・西東京市私
立幼稚園類似施設補助金
交付要綱

660,000 0 0 0 660,000
子育て支援部
子育て支援課

141

私立幼稚園等就園奨励事
業
（幼稚園就園奨励費補助
金）

私立幼稚園の設置者が在
園している幼児の保護者
に対し、入園料及び保育
料を減免する場合に私立
幼稚園等就園奨励費補助
金の交付を実施する

私立幼稚園の設置者が在
園している園児の保護者
に対し、入園料及び保育
料を減免する場合に市民
税の所得割課税額に基づ
く階層区分の補助金額の
範囲内において補助を行
う。（第1子・第2子・第3子
以降で補助金額が異なる）

所得割課税額の階層区分
及び補助金額は、国の基
準に準じる。

○ 1807人
西東京市私立幼稚園等就
園奨励費補助金交付要綱

173,371,500 39,140,000 9,719,100 0 124,512,400
子育て支援部
子育て支援課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

142

私立幼稚園等就園奨励事
業
（類似施設就園奨励費補
助金）

幼稚園類似施設の設置者
が在園している幼児の保
護者に対し、入園料及び
保育料を減免する場合に
私立幼稚園等就園奨励費
補助金の交付を実施する

幼稚園類似施設の設置者
が在園している園児の保
護者に対し、入園料及び
保育料を減免する場合に
市民税の所得割課税額に
基づく階層区分の補助金
額の範囲内において補助
を行う。（第1子・第2子・第
4子以降で補助金額が異
なる）

所得割課税額の階層区分
は国の基準に準じ、補助
金額は、市の単独補助に
よる。

○ 61人
西東京市私立幼稚園等就
園奨励費補助金交付要綱

1,540,740 0 0 0 1,540,740
子育て支援部
子育て支援課

143

私立幼稚園等園児保護者
負担軽減事業
（私立幼稚園保護者補助
金）

私立幼稚園に在籍する幼
児の保護者に対して補助
することにより保護者の負
担を軽減し、幼児教育の
振興と充実を図ることを目
的とする

幼稚園に在園している幼
児の保護者に対して市民
税の所得割課税額に基づ
く補助区分により補助す
る。（第1子・第2子以降で
補助金額が異なる）

所得割課税額の補助区分
は、都に準じる。
補助金額（月額）は、都基
準＋5,200円

○
延べ
36,137人

西東京市私立幼稚園等園
児保護者負担軽減事業費
補助金交付要綱

288,869,500 0 104,792,900 0 184,076,600
子育て支援部
子育て支援課

144
私立幼稚園等園児保護者
負担軽減事業
（類似施設保護者補助金）

幼稚園類似施設に在籍す
る幼児の保護者に対して
補助することにより保護者
の負担を軽減し、幼児教
育の振興と充実を図ること
を目的とする

幼稚園類似の施設に在園
している幼児の保護者に
対して市民税の所得割課
税額に基づく補助区分に
より補助する。（第1子・第2
子以降で補助金額が異な
る）

所得割課税額の補助区分
は、都に準じる。
補助金額（月額）は、都基
準＋5,200円

○
延べ 1,322
人

西東京市私立幼稚園等園
児保護者負担軽減事業費
補助金交付要綱

10,507,700 0 3,594,800 0 6,912,900
子育て支援部
子育て支援課

145

私立幼稚園等園児保護者
負担軽減事業
（無認可幼児施設保護者
補助金）

無認可幼児施設に在籍す
る幼児の保護者に対して
補助することにより保護者
の負担を軽減し、幼児教
育の振興と充実を図ること
を目的とする。

無認可幼児施設に通園さ
せている世帯に対して月
額5,200円を補助する

補助金額（月額）は、一律
5,200円

○ 延べ 289人
西東京市私立幼稚園等園
児保護者負担軽減事業費
補助金交付要綱

1,502,800 0 0 0 1,502,800
子育て支援部
子育て支援課

146
私立幼稚園預かり保育推
進補助金

私立幼稚園における預か
り保育の拡充を図る

補助金の対象となる事業
は、私立幼稚園が幼稚園
教育要領に定める教育時
間を超えて預かり保育をす
る際に担当する教職員を
配置して幼稚園自らが実
施する預かり保育事業

補助金は、毎年度予算の
範囲内
私立幼稚園預かり保育推
進補助金
平成23年度予算
3,660,000円
預かり保育実施園13園

○ 13団体
西東京市私立幼稚園預か
り保育推進補助金交付要
綱

3,468,900 0 0 0 3,468,900
子育て支援部
子育て支援課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

147 保育所市補助金

社会福祉法人が経営する
保育所の保育内容及び運
営の充実を図ると伴に、保
育の継続性を保つ。

西東京市民間保育所運営
費補助要綱に基づき市単
独の補助金を交付する。

保育所運営費及び人件費
の補助。

○
管内7団体
管外22団体

西東京市民間保育所運営
費補助要綱

77,344,858 0 0 0 77,344,858
子育て支援部
保育課

148 延長保育事業費補助金

社会福祉法人が経営する
保育所の保育内容及び運
営の充実を図り、延長保
育事業を円滑に実施し、
乳幼児の福祉の向上を図
る。

西東京市延長保育事業補
助要綱に基づき補助金を
交付する。

午後6時から7時又は８時ま
での延長保育事業におけ
る人件費の補助。

○ 7団体
西東京市延長保育実施要
綱

15,883,560 0 10,461,000 0 5,422,560
子育て支援部
保育課

149
民間保育所施設整備補助
金

民間保育所の施設整備に
要する費用の一部を補助
することにより保育所の設
置、建て替え等を推進す
る。

西東京市民間保育所施設
整備補助金交付要綱に基
づき補助金を交付する。

新設事業又は老朽化した
民間保育所改築及び改修
に係る経費。

○ 2団体
西東京市民間保育所施設
整備補助金交付要綱

24,175,000 0 13,281,000 0 10,894,000
子育て支援部
保育課

150 保護者助成金

認証保育所及び定期利
用・家庭福祉事業（保育マ
マ）に児童を入所させてい
る保護者の負担の軽減を
図る。

認証保育所及び定期利
用・家庭福祉事業（保育マ
マ）に児童を入所させてい
る保護者に助成金を支給
し、保護者負担の軽減を
図る。

認証保育所及び定期利
用・家庭福祉事業（保育マ
マ）を利用している保護者
に対し一月8,000円補助す
る。

○
上半期489
人　下半期
505人

西東京市認可外保育施設
入所児童保護者助成金支
給要綱

41,952,000 0 0 41,952,000
子育て支援部
保育課

151 認証保育所運営費補助金

保育を必要とする児童が
利用する認証保育所の安
定・継続的運営のため、要
綱に基づき運営費を補助
する。

西東京市認証保育所補助
金交付要綱に基づき補助
金を交付する。

事務費及び運営費・人件
費の補助。

○
管内16施設
管外30施設

西東京市認証保育所補助
金交付要綱

498,810,045 0 246,795,000 0 252,015,045
子育て支援部
保育課

152
評価受審費補助金
（認証保育所）

利用者に対してサービス
の向上を図るため。

保育サービスの内容や質
また、経営や組織のマネジ
メントの力量等を評価す
る。

第三者評価受審費の補助 ○ 10施設
西東京市福祉第三者評価
受審費補助金交付要綱

4,423,000 0 0 0 4,423,000
子育て支援部
保育課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

153 保育士研修会負担金
児童処遇の向上のスキル
アップと保育園運営管理
の知識習得のため。

児童福祉法第24条の規定
に基づき入所した児童の
在籍する保育所について
その児童の処遇の改善及
び保育所の運営の充実を
図る。

保育士等研修に伴う負担
金の補助を行う。負担金は
研修により異なる。

○ 12団体 研修参加費 84,000 0 0 0 84,000
子育て支援部
保育課

154
東京都社会福祉協議会会
員負担金

児童処遇の向上のスキル
アップと保育園運営管理
の知識習得のため。

児童福祉法第24条の規定
に基づき入所した児童の
在籍する保育所について
その児童の処遇の改善及
び保育所の運営の充実を
図る。

公立保育園の施設定員に
応じて負担額が異なる。
(公立保育園４園)

○ 4団体
東京都社会福祉協議会規
定

113,500 0 0 0 113,500
子育て支援部
保育課

155
非常通報装置整備費補助
金

防災整備の安全強化を推
進し児童の安全を図る。

防災の安全確認等を強化
し児童の安全を図る。

非常通報装置保守の補助 〇 6団体
西東京市保育所非常通報
装置整備事業補助金交付
要綱

189,000 0 0 0 189,000
子育て支援部
保育課

156
非常通報装置整備費補助
金(認証保育所)

防災整備の安全強化を推
進し児童の安全を図る。

防災の安全確認等を強化
し児童の安全を図る。

非常通報装置保守の補助 〇 4団体
西東京市認証保育所補助
金交付要綱

1,105,000 0 0 0 1,105,000
子育て支援部
保育課

157
日本スポーツ振興セン
ター掛金

保育園児の災害保障

公立保育園、公設民営保
育園児を対象として、保育
園の管理下における園児
の災害に関する給付につ
いて掛金を負担する。

保育園入所児童に対し1
人につき掛金375円を負担
する。要保護者について
は別途1人につき65円を負
担する。

○
一般1573人
要保護者66
人

独立行政法人日本スポー
ツ振興センター災害共済
給付制度より。

589,605 0 0 0 589,605
子育て支援部
保育課

158
青少年育成地域活動費補
助金

青少年育成会等の活動に
対して補助金を交付するこ
とにより、地域における環
境浄化活動や青少年の非
行防止活動、青少年の社
会参加及び地域活動の機
会を充実し、青少年が社
会の一員として活動できる
よう自立性と社会性を育成
し、青少年の健全育成に
寄与することを目的とす
る。

青少年育成会等への補
助・青少年の健全育成事
業の実施及び支援

補助金は毎年度予算の範
囲
平成23年度予算
5,131,000円
対象育成会19団体
「歩け歩け会」及び「ミュー
ジック☆パーティー・イン・
西東京市」は実行委員会
形式で実施

○ 21団体
西東京市青少年育成会等
活動補助金交付要綱

4,773,318 2,536,000 0 0 2,237,318
子育て支援部
児童青少年課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

159
児童館母親クラブ育成事
業補助金

市立児童館母親クラブの
活動について、その運営
費の一部を補助

運営費の一部を補助する
ことにより、母親クラブ事業
（児童館事業）を支援し、
地域児童の健全育成及び
地域における児童福祉の
向上を図ることを目的とし
ている。1団体の会員がお
おむね30人以上のもの

１団体95,000円以内 ○ 2団体
西東京市立児童館母親ク
ラブ活動育成事業補助金
交付要綱

190,000 0 0 0 190,000
子育て支援部
児童青少年課

160
東京都公立児童厚生施設
連絡協議会負担金

都内の公立児童厚生施設
が相互の連絡連携のもと
に施設活動の発展を図り、
児童の健全育成に寄与す
ることを目的に設置された
「東京都公立児童厚生施
設連絡協議会」に対し、事
業の円滑な運営を図るた
めに都内各自治体が負担
するもの。

東京都公立児童厚生施設
連絡協議会への負担金

※平成24年３月解散

①基本額5,000
②児童館数割（児童館+単
設学童数）×200円
③児童館長数+児童館職
員数+学童クラブ職員数×
300円

①+②+③

○ 1団体

・東京都公立児童厚生施
設連絡協議会規約
・東京都公立児童厚生施
設連絡協議会会費分担基
準

30,433 0 0 0 30,433
子育て支援部
児童青少年課

161 公立施設協議会負担金

東京都市立心身障害児･
者施設協議会の会員とし
て会費を負担し、施設に
おける実践技術の向上及
び利用者の福祉の増進を
図る。

会員間の情報交換、技術
指導に関する調査、研究
等に対してその経費の一
部を負担する。

年会費15,000円 ○ 1団体
東京都市立心身障害児・
者
施設協議会会則

15,000 0 0 0 15,000
子育て支援部
子ども家庭支援セン
ター

162
西東京市どんど焼実行委
員会補助金

日本の古くからの良き伝統
行事「どんど焼」を青少年
に継承するとともに故郷の
文化として根付かせ、併せ
て地域社会の楽しいふれ
あいの場を作る。

明保中学校・保谷第二小
学校・上向台小学校それ
ぞれの会場でどんど焼を
実施

285,000円 ○ 3団体
西東京市どんど焼実行委
員会補助金交付要綱

285,000 0 0 0 285,000
生活文化スポーツ部
文化振興課

163 市民まつり補助金

市民の融和と、新たな郷
土愛の醸成を図り、よりよ
いコミュニティの形成に寄
与することを目的とする。

「西東京いこいの森公園」
で実施
平成23年11月12日（土）、
13日（日）の２日間開催

9,000,000円
会場の設営費、会場の管
理・運営費、広報宣伝費、
事業費及び事務費

○ 1団体
西東京市民まつり実行委
員会補助金交付要綱

8,900,000 0 0 0 8,900,000
生活文化スポーツ部
文化振興課

31



事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
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所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）
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№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

164
市民まつり被災地復興支
援事業補助金（誕生10周
年記念事業）

市制10周年を祝い、震災
の被災者及び被災地に対
する復興支援のための事
業を実施することにより、
人と人との絆（きずな）の大
切さを伝えることを目的と
する。

「愛・共生・絆」をテーマと
した被災者（地）支援として
メッセージを会場内に掲載
するほか、福島からの団体
出演に係る支援など

500,000円
メッセージボード、バルー
ンの制作設営費、メッセー
ジポスター表彰記念品、被
災地出演者控室賃借料

○ 1団体
西東京市誕生10周年記念
西東京市民まつり実行委
員会補助金交付要綱

329,040 0 0 0 329,040
生活文化スポーツ部
文化振興課

165 市民まつり出店者負担金

行政組織等が市民まつり
に出店するにあたり、出店
に伴う出店料及びこれに
付随する付属設備以外に
追加する付属設備につい
て、一般出店者との公平
性を保つため、出店料及
び付属設備費用を市民ま
つり実行委員会に納入す
る。

【対象内訳】
行政組織　12団体
行政委員会　8団体
姉妹・友好都市　3団体

380,000円
テント料、付属設備追加料
金（机、椅子、コンセント）

○ 1団体
第11回西東京市民まつり
出店の行政関係等の出店
料等に関する協定書

380,000 0 0 0 380,000
生活文化スポーツ部
文化振興課

166 施設利用助成金

姉妹都市・友好都市との
文化交流の促進と市民の
健康増進及びレクリエー
ションの振興を図るため、
西東京市が保養施設とし
て契約した姉妹都市・友好
都市にある旅館及び民宿
を市民が宿泊で利用する
際の助成金として交付す
る。

姉妹都市は、福島県南会
津郡下郷町、友好都市は
千葉県勝浦市、山梨県北
杜市

＜1泊あたりの助成金額＞
【旅館】大人1500円小人（3
歳以上13歳未満）1200円
【民宿・その他】大人1200
円小人（3歳以上13歳未
満）1000円

○ 400人
西東京市姉妹都市・友好
都市施設利用助成金交付
要綱

556,300 0 0 0 556,300
生活文化スポーツ部
文化振興課

167
東京多摩公立文化施設協
議会負担金

公立文化施設がその機能
を十分に発揮するため、
相互に連絡研究を行い、
もって地域の向上に資す
ること

①協議会の開催
②各研究会の開催
③資料の収集及び情報交
換
④会報の発行など

年額15,000円 ○ 1団体
東京多摩公立文化施設協
議会会則

15,000 0 0 0 15,000
生活文化スポーツ部
文化振興課

168
社会体育（スポーツ）関係
団体事業補助金

社会体育（スポーツ）関係
団体が行う事業経費の一
部を補助

市民を対象とする講習会、
大会、競技会等を実施す
る事業

報償費・消耗品費・印刷製
本費・役務費・使用料及び
賃借料の対象経費の1/2
を限度

○ 2団体

スポーツ振興法第22条・西
東京市補助金交付要綱・
西東京市社会体育（ス
ポーツ）関係団体に対する
補助金交付要綱

161,600 0 0 0 161,600
生活文化スポーツ部
スポーツ振興課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
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№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

169 スポーツ振興事業補助金
市民のスポーツ活動に対
し、補助金を交付し社会体
育の振興を図る。

国際大会・全国大会・関東
大会等に参加する経費の
一部を補助

交通費・宿泊費 ○ ○ 5人

西東京市スポーツ振興基
金条例第５条・西東京市ス
ポーツ振興事業補助金交
付要綱

175,200 0 0 26,761 148,439
生活文化スポーツ部
スポーツ振興課

170
市町村総合体育大会負担
金

実行委員会の準備、運営
に関わる経費の一部負担

市町村を５ブロックに分
け、各ブロックが持ち回り
で主催する市町村間の親
睦と交流を目的として実施
するスポーツ大会

負担金 ○ 1団体
東京都市町村総合体育大
会実施要項

310,000 0 0 0 310,000
生活文化スポーツ部
スポーツ振興課

171
西東京市体育協会運営費
補助金

西東京市のスポーツ振興
と市民の健康の保持・増
進及び体力の向上を図
る。

西東京市におけるスポー
ツ・レクリエーションの普
及、振興、向上等に寄与
し、かつ、公益性を有する
事業

事務局職員人件費・印刷
製本費・強化費・体協加盟
団体活動費

○ 1団体
西東京市体育協会補助金
交付要綱

1,969,000 0 0 0 1,969,000
生活文化スポーツ部
スポーツ振興課

172
東京都体育指導委員協議
会負担金

体育指導委員の資質の向
上と機能の強化を図り、協
調体制の確立を目的とし、
スポーツ振興に寄与する。

体育指導委員の資質の向
上を図るため、研究大会、
その他研究協議会等の開
催に要する費用を支出す
る。

負担金 ○ 1団体
東京都体育指導委員協議
会会則

47,500 0 0 0 47,500
生活文化スポーツ部
スポーツ振興課

173 第10ブロック分担金

体育指導委員および担当
職員相互の資質向上を図
るとともに、広域的な連帯
協調を図り、必要な地域ス
ポーツ政策のあり方を探
る。

東京都区市町村を全11ブ
ロックに分け、各ブロック別
に所属区市町村が持ち回
りで研修会を主催する。

分担金 ○ 1団体
東京都体育指導委員広域
地区別研修会（第10ブロッ
ク）開催要項

20,000 0 0 0 20,000
生活文化スポーツ部
スポーツ振興課

174 講習会派遣負担金

関東体育指導委員協議会
及び東京都体育指導委員
協議会が主催する講習会
に参加し、体育指導委員
の資質向上を図る。

関東体育指導委員協議会
及び東京都体育指導委員
協議会が主催する、資質
向上のための各種講習会
への参加費を支出

講習会参加費 ○ 14人
西東京市体育指導委員に
関する規則

17,000 0 0 0 17,000
生活文化スポーツ部
スポーツ振興課
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対　　　　象

175
全国体育指導委員研究協
議会（東京大会）負担金

体育指導委員が一堂に集
まり、様々な課題について
研究協議し、体育指導委
員の資質向上を図り、地
域スポーツの発展に寄与
する。

体育指導委員が一堂に集
まり、講演会や、分科会に
分かれての研究協議を実
施する。

参加費 ○ 1団体
全国体育指導委員研究大
会東京大会開催要項

84,000 0 0 0 84,000
生活文化スポーツ部
スポーツ振興課

176
総合型地域スポーツクラブ
補助金

スポーツクラブの運営を円
滑に推進し、地域住民の
コミュニティの形成に資す
る。

総合型地域スポーツクラブ
活動支援

賃金・消耗品費・光熱水
費・修繕費・通信運搬費・
洗濯代・使用料及び賃借
料・謝金・備品費

○ 2団体
西東京市総合型地域ス
ポーツクラブ運営費補助
金交付要領

5,780,000 0 0 0 5,780,000
生活文化スポーツ部
スポーツ振興課

177
国民体育大会西東京市実
行委員会交付金

都の開催方針に基づき、
魅力と感動にあふれる国
体にし、西東京市の魅力
を紹介、発信し、街づくり
に寄与する。

スポーツ祭東京2013の正
式競技バスケットボール及
びデモンストレーションとし
てのスポーツ行事ティー
ボールの開催

報償費、旅費、需用費、委
託料、使用料及び賃借
料、備品購入費

○ 1団体
第68回国民体育大会西東
京市開催方針について

1,659,593 0 298,000 0 1,361,593
生活文化スポーツ部
スポーツ振興課

178
勤労者福祉サービスセン
ター運営費補助金

西東京市勤労者福祉サー
ビスセンターに対し、補助
金を交付することにより、
小規模企業の勤労者福祉
の増進を図ることを目的と
する。

補助金の交付の対象にな
る経費は、人件費、管理運
営費に係る経費とする。

○ 1団体
西東京市勤労者福祉サー
ビスセンター運営費補助
金交付要綱

9,714,562 0 2,427,000 0 7,287,562
生活文化スポーツ部
産業振興課

179
勤労者等住宅資金融資
あっせん利子補給負担金

勤労者の居住に供する住
宅の取得、改築、又は修
繕に必要な資金の融資を
金融機関にあっせんする
ことにより、勤労者の居住
環境の向上を図ることを目
的とする。

融資限度額1,000万円、利
子補給期間15年以内、利
子補給率年2.0％

○ 5件
西東京市勤労者等住宅資
金融資あっせん条例

314,771 0 0 0 314,771
生活文化スポーツ部
産業振興課

180
中小企業退職金共済掛金
補助金

退職金共済制度への加入
を促進し、市内中小企業
の従業員の雇用安定と振
興を図ることを目的とす
る。

退職金共済制度に納付す
る共済掛金の一部を補助
する

36ヶ月を限度に月額500円
を補助する。

○ 130件
西東京市中小企業退職金
共済掛金補助金交付要綱

3,474,900 0 0 0 3,474,900
生活文化スポーツ部
産業振興課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

181
安全安心農業推進事業補
助金

農業者に安心・安全なた
い肥、有機質肥料及び
フェロモン剤の使用を促進
することにより、より安心・
安全な農産物の生産を推
進し、市民の農業への理
解を深めるとともに、都市
農業の育成と振興を図るこ
とを目的とする。

たい肥、有機質肥料及び
フェロモン剤を購入する費
用の一部を補助し、各種
別ごとに年間200ｋｇ以上
購入した場合で一世帯１
回とする。

＜たい肥＞
補助率50%、補助限度額３
万円
認定農業者は、補助限度
額５万円
＜有機質肥料＞
補助率50%、補助限度額３
万円
認定農業者は、補助限度
額５万円
＜フェロモン剤＞
補助率50%、補助限度額３
万円
認定農業者は、補助限度
額５万円

○

たい肥93人
有機質肥料
73人
フェロモン
剤27人

西東京市安全安心農業推
進事業補助金交付要綱

5,040,000 0 0 0 5,040,000
生活文化スポーツ部
産業振興課

182
市内産農産物等活用推進
補助金

西東京市を産地とする農
産物又は市産農産物の加
工品の生産を行う事業者
が、市産農産物等を市民
に広く宣伝し、市民の都市
農業への関心と理解を深
めるとともに、市内におけ
る農業の育成及び振興を
図ることを目的とする。

市産農産物等の販売等に
用いる資材に係る経費の
一部を補助し、毎年度１補
助対象事業者につき、１回
限りとする。

補助対象経費の３分の２
以内とし、補助対象事業
者の区分に応じ、上限額
を定める（２万円・４万円・５
万円）。

○ 41人
西東京市産農産物等活用
推進事業補助金交付要綱

789,000 0 0 0 789,000
生活文化スポーツ部
産業振興課

183 農友会補助金

市内の農業団体等が農業
の発展と向上に寄与する
ために行う事業に対して、
市が予算の範囲内におい
て、補助金を交付すること
により、その事業を促進す
ることを目的とする。

企業的農業経営、農業後
継者の指導・育成、品種の
改良・新種の導入及び栽
培技術の向上、出荷生産
物の市場調査及び情報交
換に関すること。

補助金額256,000円又は
予算の範囲内とする。

○ 1団体
西東京市農業団体等補助
金交付要綱

256,000 0 0 0 256,000
生活文化スポーツ部
産業振興課

184 緑化組合補助金

市内の農業団体等が農業
の発展と向上に寄与する
ために行う事業に対して、
市が予算の範囲内におい
て、補助金を交付すること
により、その事業を促進す
ることを目的とする。

企業的農業経営、農業後
継者の指導・育成、品種の
改良・新種の導入及び栽
培技術の向上、出荷生産
物の市場調査及び情報交
換に関すること。

補助金額256,000円又は
予算の範囲内とする。

○ 1団体
西東京市農業団体等補助
金交付要綱

256,000 0 0 0 256,000
生活文化スポーツ部
産業振興課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

185 そ菜出荷組合補助金

市内の農業団体等が農業
の発展と向上に寄与する
ために行う事業に対して、
市が予算の範囲内におい
て、補助金を交付すること
により、その事業を促進す
ることを目的とする。

企業的農業経営、農業後
継者の指導・育成、品種の
改良・新種の導入及び栽
培技術の向上、出荷生産
物の市場調査及び情報交
換に関すること。

補助金額142,000円又は
予算の範囲内とする。

○ 1団体
西東京市農業団体等補助
金交付要綱

142,000 0 0 0 142,000
生活文化スポーツ部
産業振興課

186 梨生産組合補助金

市内の農業団体等が農業
の発展と向上に寄与する
ために行う事業に対して、
市が予算の範囲内におい
て、補助金を交付すること
により、その事業を促進す
ることを目的とする。

企業的農業経営、農業後
継者の指導・育成、品種の
改良・新種の導入及び栽
培技術の向上、出荷生産
物の市場調査及び情報交
換に関すること。

補助金額142,000円又は
予算の範囲内とする。

○ 1団体
西東京市農業団体等補助
金交付要綱

142,000 0 0 0 142,000
生活文化スポーツ部
産業振興課

187 施設部会補助金

市内の農業団体等が農業
の発展と向上に寄与する
ために行う事業に対して、
市が予算の範囲内におい
て、補助金を交付すること
により、その事業を促進す
ることを目的とする。

企業的農業経営、農業後
継者の指導・育成、品種の
改良・新種の導入及び栽
培技術の向上、出荷生産
物の市場調査及び情報交
換に関すること。

補助金額142,000円又は
予算の範囲内とする。

○ 1団体
西東京市農業団体等補助
金交付要綱

142,000 0 0 0 142,000
生活文化スポーツ部
産業振興課

188
西東京地区青壮年部補助
金

市内の農業団体等が農業
の発展と向上に寄与する
ために行う事業に対して、
市が予算の範囲内におい
て、補助金を交付すること
により、その事業を促進す
ることを目的とする。

企業的農業経営、農業後
継者の指導・育成、品種の
改良・新種の導入及び栽
培技術の向上、出荷生産
物の市場調査及び情報交
換に関すること。

補助金額142,000円又は
予算の範囲内とする。

○ 1団体
西東京市農業団体等補助
金交付要綱

142,000 0 0 0 142,000
生活文化スポーツ部
産業振興課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

189
都市農業経営パワーアッ
プ事業補助金

農業者の優れた技術や創
意工夫を発揮させ、農業
経営の改善や転換を図っ
ていくために、積極的な経
営を進める農業者グルー
プ等を支援し、農業者の
みならず市民にとっても魅
力ある都市農業を実現し
ていくことを目的とする。

認定農業者などの高い営
農意欲と戦略的な経営マ
インドを持つ農業者に対し
て、施設整備等の支援を
行い、都市の有利性を活
かした農業者の経営力強
化を図る。また、新鮮で安
全な市内産農産物の安定
供給やブランド化の実現、
ふれあい農業の推進な
ど、多様化する市民ニーズ
に応え、市民にとっても魅
力ある豊かな都市農業作
りを目指す。

１事業の標準事業費は、
5,000千円(補助金3,750千
円)を0.5単位とし、事業実
施主体や事業内容に応じ
て、0.5単位から0.5単位刻
みで10単位の間で設定で
きる。
総事業費15,851,859円は
1.5単位で、補助金額は
11,250,000円。

○ 1団体
西東京市都市農業経営パ
ワーアップ事業費補助金
交付要綱

11,250,000 0 7,500,000 0 3,750,000
生活文化スポーツ部
産業振興課

190
都市農地保全推進自治体
協議会負担金

都市農地の減少という共
通の課題を抱えた基礎自
治体が、連携し活動するこ
とにより、都市農業の振興
及び都市農地保全を目指
す取り組みの進展を図り、
もって自治体全体の住民
福祉の向上を図ることを目
的とする。

20,000円 ○ 1団体
都市農地保全推進自治体
協議会規約

20,000 0 0 0 20,000
生活文化スポーツ部
産業振興課

191
都市と農業が共生するま
ちづくり事業補助金

市民の暮らしとまちづくり
に農業・農地を活かすため
の取組を支援することによ
り、都市と農業・農地が共
生するまちづくりを実現す
ることで、市内の農地の保
全を図ることを目的とす
る。

農業・農地を活かしたまち
づくりに係る推進事業及び
施設等整備事業に関する
こと。

総事業費11,564,917円の
うち、補助金額は
9,840,000円

○ 1人
西東京市都市と農業が共
生するまちづくり事業補助
金交付要綱

9,840,000 0 8,434,000 0 1,406,000
生活文化スポーツ部
産業振興課

192 商工会補助金
市内商工業の振興と安定
地域振興の推進

経営改善普及事業（税務
記帳相談指導、経営相談
指導等）
地域総合振興事業（総合
振興事業、商業振興事業
等）

運営費 ○ 1団体
西東京市商工会補助金交
付要綱

28,424,000 0 0 0 28,424,000
生活文化スポーツ部
産業振興課

193
商店会等地域活性化補助
金

商店街の発展
地域経済の活性化

催事費等の経費の一部を
補助

催事費等 ○ 17団体
西東京市商店街活性化推
進事業補助金交付要綱

27,084,000 0 12,549,000 0 14,535,000
生活文化スポーツ部
産業振興課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

194
公衆浴場経営経費等補助
金

市内の公衆浴場が実施す
る事業その他必要な経費
の一部を補助することによ
り、市民の健康と福祉に寄
与することを目的とする。

薬湯実施事業費、施設整
備費、燃料費その他市長
が必要と認める事業に関
する経費について補助す
る。

薬湯実施事業費
施設整備費
燃料費
その他市長が必要と認め
る事業に関する経費

○ 5浴場
西東京市公衆浴場補助金
交付要綱

1,995,000 0 0 0 1,995,000
生活文化スポーツ部
産業振興課

195
プレミアム商品券事業費補
助金

市内産業の活性化（消費
喚起及び消費拡大)

西東京商工会が実施する
市内事業所でのプレミアム
商品券（10％のプレミアム
を付加した商品券）を発行
する事業の補助及び関連
イベント事業に要する経費
に対する補助を行う。

商品券付加額及び関連イ
ベント事業
（西東京商工会への間接
補助）

○ 1団体
西東京市商工会補助金交
付要綱

29,970,000 0 0 0 29,970,000
生活文化スポーツ部
産業振興課

196
中小企業事業資金融資
あっせん利子等補給負担
金

中小企業者に対し、その
必要な資金について、市
が金融機関に融資をあっ
せんし、当該融資につい
て利子補給等の助成措置
を行うことにより、中小企業
の振興に寄与することを目
的とする。

運転資金：融資限度額700
万円・償還期間5年以内・
利子補給率年0.995％、設
備資金及び運転設備併
用：限度額1,000万円・償
還期間7年以内・利子補給
率年0.995％
特別対策運転資金：融資
限度額500万円・償還期間
5年以内・利子補給率
1.975％
緊急対策運転資金（平成
20年度で受付終了、利子
補給事業のみ継続）
全ての資金に共通：保証
料全額助成

○ 1,410件
西東京市中小企業事業資
金融資あっせん条例

57,524,650 0 0 0 57,524,650
生活文化スポーツ部
産業振興課

197 地域活性化事業補助金

東伏見駅周辺の地域を活
性化し、及び市民の福祉
の向上に資する事業を実
施することを目的とする。

市民等で構成される東伏
見ふれあいプラザ企画運
営委員会に対し、その運
営に要する経費の一部を
市が補助する。

東伏見ふれあいプラザに
おいて事業を行うスペース
に係る家賃及び共益費

○ 1団体
東伏見ふれあいプラザ企
画運営委員会運営費等補
助金交付要綱

1,200,000 0 0 0 1,200,000
生活文化スポーツ部
産業振興課

198
商店街イベント事業補助
金（誕生10周年記念事業）

市内において市誕生10周
年を記念する気運の醸成
を図り、併せて商店街の発
展と地域経済の活性化を
図ることを目的とする。

市内の商店街が市誕生10
周年を記念して行う商店
街の活性化を推進する事
業に要する経費の一部を
市が補助する。

イベント事業及び記念品
配布事業に係る事業費
１商店街につき１事業（上
限10万円）

○ 17団体
西東京市誕生10周年記念
商店街活性化推進事業補
助金交付要綱

1,699,000 0 0 0 1,699,000
生活文化スポーツ部
産業振興課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

199
チャレンジショップ事業補
助金

新規開業者への支援によ
る事業者の育成および空
き店舗等の有効活用

初期投資費用軽減として
の家賃補助

事業費
（西東京商工会への間接
補助）

○ 1団体
西東京市商工会補助金交
付要綱

941,000 0 0 0 941,000
生活文化スポーツ部
産業振興課

200
地域資源活用振興事業補
助金

地域ブランドづくりや、コ
ミュニティービジネス等の
創出など、新たな地域
サービス等に取組む商店
街を支援する。

商店街と市民・地域団体と
の協働による地域ブランド
やコミュニティービジネスの
創出

事業費
（西東京商工会への間接
補助）

○ 1団体
西東京市商工会補助金交
付要綱

2,639,000 0 0 0 2,639,000
生活文化スポーツ部
産業振興課

201
創業支援・経営革新相談
センター事業補助金

創業・新規開業者の支援
による事業者育成

西東京創業支援・経営革
新相談センター運営（創
業・新規開業者の支援等）

運営費及び事業費 ○ 1団体
西東京市商工会補助金交
付要綱

6,928,000 0 0 0 6,928,000
生活文化スポーツ部
産業振興課

202
被災地復興支援事業補助
金

西東京商工会が行う被災
地に対する復興支援事業
に対し、市が補助金を交
付することにより、被災地
の復興支援と市内の商工
業の振興に寄与することを
目的とする。

西東京商工会が行う事業
に係る経費を補助する。

被災地物産展支援事業及
び被災地物産品紹介事業
に関する事業費
（西東京商工会への間接
補助）

○ 1団体
西東京市被災地復興支援
事業補助金交付要綱

2,078,913 0 0 0 2,078,913
生活文化スポーツ部
産業振興課

203
田無市中小企業従業員退
職金等共済事業退職一時
金

市内中小企業の労働力の
確保と、そこに働く従業員
の福利厚生の充実を図る
ことを目的とする。

共済契約者から掛金を集
め運用することにより、従
業員の退職時に退職一時
金を給付する。

加入口数と掛金納付期間
に応じて田無市中小企業
従業員等退職金共済条例
第10条に規定する算式に
より計算された額

○ 15人
田無市中小企業従業員退
職金等共済条例

44,701,537 0 0 0 44,701,537

生活文化スポーツ部
産業振興課
※中小企業従業員
退職金等共済事業
特別会計

204
NPO等企画提案事業補助
金

特定非営利活動法人、市
民活動団体その他営利を
目的としない団体が市とと
もに地域課題の解決に向
けて取り組む事業に対し、
その経費の一部を補助す
る。

市民の福祉の向上及び市
民の利益につながり、公益
上必要性が認められる事
業を募集し、審査により採
用・実施する。

審査により採用された事業
に係る経費の一部を負担
する。

○ 8団体
西東京市ＮＰＯ等企画提
案事業補助金交付要綱

1,593,000 0 0 0 1,593,000
生活文化スポーツ部
協働コミュニティ課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

205
市民団体補助金（誕生10
周年記念事業）

非営利活動で公益活動を
目的とする市民活動団体
が西東京市誕生10周年を
記念する事業を計画・提
案し、事業を実施すること
により、西東京市と市民活
動団体が協働で市制10周
年を祝い、活力ある街づく
りに寄与することを目的と
する。

西東京市誕生10周年記念
事業の基本コンセプトに合
致しており、且つ、地域全
体の活力になるような事業
を募集し、審査により採
用・実施する。

審査により採用された事業
に係る経費の一部を負担
する。

○ 8団体
西東京市誕生10周年記念
市民活動団体提案協働事
業補助金交付要綱

1,520,000 0 0 1,520,000 0
生活文化スポーツ部
協働コミュニティ課

206
日本非核宣言自治体協議
会分担金

全国の自治体、さらには全
世界の自治体に核兵器廃
絶、平和宣言を呼びかけ
るとともに、非核都市宣言
を実施した自治体間の協
力体制を確立する。

非核都市宣言に関する資
料の収集及び交換や、非
核都市宣言の呼びかけの
ために必要な調査研究

○ 1団体
日本非核宣言自治体協議
会会則

60,000 0 0 0 60,000
生活文化スポーツ部
協働コミュニティ課

207
北方領土の返還を求める
都民会議負担金

日本固有の領土である北
方領土（歯舞郡島、色丹
島、国後島及び択捉島）
の返還実現を図るため北
方領土問題に対する都民
の関心と理解を一層深め
ることを目的とする。

「第30回北方領土の返還
を求める都民大会」開催の
ほか、北方領土問題に対
する都民の関心と理解を
深めるため、研修会の開
催等各種啓発・宣伝活動
の実施

○ 1団体
北方領土の返還を求める
都民会議規約

5,000 0 0 0 5,000
生活文化スポーツ部
協働コミュニティ課

208
多摩東人権擁護委員協議
会負担金

自由人権思想の普及・高
揚を図り、多面的な人権啓
発活動を展開するため。

児童・生徒対象事業「人権
の花」「中学生人権作文コ
ンテスト」等
一般市民対象事業「バス
ハイク」・「人権週間パネル
展」等

○ 1団体
多摩東人権擁護委員協議
会会則

401,200 0 0 0 401,200
生活文化スポーツ部
協働コミュニティ課

209
民間シェルター運営費支
援助成金

配偶者からの暴力の防止
及び被害者の保護に関す
る法律第26条の規定に基
づき、東京多摩地域民間
シェルター連絡会に対し、
経費の一部を補助する。

東京多摩地域民間シェル
ター連絡会が行う次の事
業
(1)シェルターの育成及び
指導に関すること。
(2)配偶者から暴力を受け
ている女性等をシェルター
に保護すること。
(3)配偶者から暴力を受け
ている女性等の自立支援
に関すること。

○ 1団体
西東京市緊急一時保護施
設運営費補助金交付要綱

250,000 0 0 0 250,000
生活文化スポーツ部
協働コミュニティ課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

210
緊急一時保護ホテル宿泊
費等助成金

保護が必要な女性及びそ
の者が監護する児童が一
時的に利用した宿泊施設
の宿泊費等を助成する。

母子等の生命に危険があ
り、緊急に避難を要する状
態の母子等の一時的に利
用した宿泊費等を助成す
る。

1泊1人につき、1,0000円を
限度とし原則3泊までとす
る。

○ 1件
西東京市緊急一時保護宿
泊費等助成金交付要綱

2,258 0 0 0 2,258
生活文化スポーツ部
協働コミュニティ課

211
国民生活センター相談員
研修会負担金

消費生活相談員の資質向
上のために開催される研
修受講のため。

独立行政法人国民生活セ
ンターが行う消費生活相
談員向け研修会に参加す
る。

○ 3件
消費者安全法第８条～第
11条

4,490 0 0 0 4,490
生活文化スポーツ部
協働コミュニティ課

212 管理助成費

自治会内等に設置されて
いる児童遊園地の管理者
に対し、管理経費の一部
を補助し経費負担の軽減
を図るとともに、地域にお
ける児童福祉の増進に寄
与する。

自治会等で管理している
児童遊園地について、管
理経費の一部を市が補助
する。

児童遊園地１ヶ所につき
9,000円を補助

○ 13団体
西東京市児童遊園地管理
費補助金交付要綱

189,000 0 0 0 189,000
みどり環境部
みどり公園課

213 生垣造成補助金

宅地と道路との接道部の
緑化を推進するために、
新たな生垣の造成及びそ
れに伴う既存のブロック塀
等の撤去に対し、助成
を行い、みどりに親しむ環
境づくりやブロック塀等の
倒壊による災害の発生を
防止する。

生垣の新設及びそれに伴
う既存ブロック塀等の撤去
について、その費用の一
部を市が補助する。

生垣設置
1mにつき10,000円
ブロック塀等の撤去
1mにつき6,000円
（どりらも30mを限度とする）

○
10件
61.3m

西東京市生垣造成補助金
交付要綱

840,800 0 0 0 840,800
みどり環境部
みどり公園課

214 保存樹木等補助金

市内に残されている樹木
や樹林の保全を支援し、
市民の健康で安全かつ快
適な生活環境を確保する
ことを目的とする。

貴重な財産であるみどりを
保持・保全する市民に対し
て、樹木等の維持管理費
の一部を市が補助する。

保存樹
1本につき年額5,000円
保存樹林
1㎡につき年額60円
保存生垣
1mにつき年額240円

○

保存樹木
1,117本
保存樹林
32,094㎡
保存生垣
8,466.7m

西東京市みどりの保護と
育成に関する補助金交付
要綱

8,346,797 0 0 4,206,000 4,140,797
みどり環境部
みどり公園課

215
東京都市公害事務連絡協
議会負担金

都市郊外に関し、調査、研
究等を行なうと共に、関係
諸機関との連絡調整を図
り、事業の円滑な運営を図
ることを目的とする。

公害関係事務及びこれら
に関する研究並びにその
協議、研修会に関する事
業を行う。

一自治体、年額5,000円 ○ 1団体
東京都市公害事務連絡協
議会規約

5,000 0 0 0 5,000
みどり環境部
環境保全課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

216
飼い主のいない猫の避
妊・去勢手術助成金

地域住民の理解と協力を
得て、市内に生息する飼
い主のいない猫の数を抑
制し、市民の快適な生活
環境の保持及び動物愛護
精神の高揚を図ることを目
的とする。

市内に生息する飼い主の
いない猫の不妊・去勢手
術費の一部を助成する。

オス猫5,000円
メス猫10,000円

○
オス　36件
メス　61件

西東京市飼い主のいない
猫の不妊・去勢手術費助
成実施要綱

790,000 0 395,000 0 395,000
みどり環境部
環境保全課

217
スズメバチ等の巣撤去費
用助成金

蜂の危害から市民生活を
守るために蜂の巣を駆除
するものに対して駆除に要
する経費の一部を補助す
ることにより、市民への被
害を防止し、市民の安全
な生活環境を保持すること
を目的とする。

宅地内に巣営するはちの
巣の駆除を指定業者に依
頼し、その費用の一部を
助成する。

駆除費用の半額
（上限　スズメバチ類
13,000円　スズメバチ類以
外　7,000円）

○

スズメバチ
類　128件
スズメバチ
類以外　57
件

西東京市はちの巣駆除作
業補助金交付要綱

983,075 0 0 0 983,075
みどり環境部
環境保全課

218
住宅用太陽光発電システ
ム等設置助成金

住宅用太陽光発電システ
ム等を新たに設置した者
に対し、その設置に要する
費用の一部を助成すること
により、住宅用太陽光発電
システム等の普及を促進
し、自然エネルギーの有
効活用を図り、環境負荷
の低減に寄与することを目
的とする。

西東京市地球温暖化対策
地域推進計画に基づき、
住宅用太陽光発電システ
ム等の設備を設置した市
民に対し、その設置費用
の一部を助成する。

太陽光発電井ステム：１キ
ロワット当たり40,000円（上
限8万円）
燃料電池：8万円
ＣＯ２冷媒ヒートポンプ給
湯器：4万円
潜熱回収型給湯器：2万円
ガス発電給湯器：2万円

○ 61世帯
西東京市住宅用太陽光発
電システム等設置助成金
交付要綱

2,800,000 0 700,000 0 2,100,000
みどり環境部
環境保全課

219
エコアクション21認証取得
費助成金

環境省が中小企業の事業
者向けに策定したエコアク
ション21（以下「エコアク
ション21」という。）の認証
を取得した者に対し、その
取得に必要な経費の一部
を助成することにより、環
境に配慮した経営の促進
を図り、もって市民の生活
環境の向上に資することを
目的とする。

西東京市地球温暖化対策
地域推進計画に基づき、
エコアクション21の認証を
取得した市内事業者に対
し、その取得法費用の一
部を助成する。

1社当たり上限15万円 ○ 6社
西東京市エコアクション21
認証取得費助成金交付要
綱

551,000 0 223,000 0 328,000
みどり環境部
環境保全課

220 集団回収奨励金
廃棄物の減量化を促進
し、資源の有効利用の認
識を深める。

集団回収団体に対し、奨
励金を交付する。

新聞・雑誌・ダンボール・
古布類　1kg7円

○ 374団体
西東京市集団回収奨励金
交付要綱

24,949,638 0 0 0 24,949,638
みどり環境部
ごみ減量推進課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

221
生ごみ電動処理機等購入
助成金

家庭から排出される生ごみ
の減量化を図る。

生ごみ減量化処理機を購
入した者に対し、費用の一
部を助成する。

購入額（消費税を除く）の2
分の1の額
（四万円を超えるときは四
万円とし、100円未満の端
数は切り捨て）

○ 56基
西東京市生ごみ減量化処
理機器購入助成金交付要
綱

1,165,700 0 0 0 1,165,700
みどり環境部
ごみ減量推進課

222 柳泉園組合負担金

構成3市（西東京市・清瀬
市・東久留米市）内より排
出された、ごみ、し尿・資
源物の中間処理

ごみ処理施設の設置及び
運営に関すること。し尿処
理施設の設置及び運営に
関すること。最終処分場ま
での運搬に関すること。

組合の経費は、構成市の
負担金による。

○ 1団体 柳泉園組合規約 895,545,000 0 0 0 895,545,000
みどり環境部
ごみ減量推進課

223
東京たま広域資源循環組
合負担金

構成25市1町より排出さ
れ、中間処理(焼却・破砕)
されたごみの最終処分

一般廃棄物の最終処分を
広域的に行うための最終
処分場の設置及び管理に
関する事務。一般廃棄物
の焼却残さ等の処理を広
域的に行う事業に関する
事務

組合の経費は、組織団体
の負担金による。

○ 1団体
東京たま広域資源循環組
合規約

631,194,000 0 0 0 631,194,000
みどり環境部
ごみ減量推進課

224
コミュニティバス運行補助
金（はなバス）

市内公共施設等を利用す
る市民の利便性を図るた
め一般乗合旅客自動車運
送事業に対して、市内連
絡バス運行経費を補助す
る。

西東京市と協定した事業
者が行う市内連絡バス運
行経費の総額から運賃収
入等を控除した額を補助
する。

西武バス㈱ 73,201,957円
関東バス㈱ 32,814,805円

○ 2団体
西東京市内連絡バス運行
補助金交付要綱

106,016,762 0 19,233,000 0 86,783,762
都市整備部
都市計画課

225 都バス（梅70）公共負担金

多摩地域における都営バ
ス路線が地域住民にとっ
て不可欠な交通機関であ
ることから、公共負担を前
提として路線の存続を図
る。

多摩地域を運行する都営
バス（梅70）に対し関係市
町村（青梅市・小平市・東
大和市・武蔵村山市・瑞穂
町・西東京市）が公共負担
する。

固定負担
　5,817,000円
実車走行キロ負担分
　5,662,000円
延人キロ負担
　10,263,000円

○ 1団体
多摩地域における都営バ
ス公共負担に関する協定
書

21,742,000 0 10,800,000 0 10,942,000
都市整備部
都市計画課

226 都市計画協会負担金

都市計画の基本政策を研
究し、都市計画に関する
知識の普及並びに都市計
画及び都市計画事業の発
展を図る。

都市計画並びにこれに関
連する国土計画及び地方
計画に関する調査研究等

基本額152,000円
+補正額9,000円

○ 1団体 協会寄附行為 161,000 0 0 0 161,000
都市整備部
都市計画課

227 首都道路協議会負担金

東京都及びその周辺の道
路整備の促進と道路交通
の改善ならびに首都を中
心とする道路網の整備を
推進する。

道路整備の促進並びに交
通改善の推進のための事
業等

一律30,000円 ○ 1団体 協議会定款 30,000 0 0 0 30,000
都市整備部
都市計画課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

228
東京都街路事業促進協議
会負担金

都市計画街路及びこれら
に関連する諸事業の速や
かな整備充実を積極的に
促進するため、調査研究
その他事業を行う。

国庫補助、起債等の増加
拡大等について、政府そ
の他に要請を行う。

人口比率18,000円
＋ 一律16,000円

○ 1団体 協議会規約 34,000 0 0 0 34,000
都市整備部
都市計画課

229
多摩地域都市モノレール
等建設促進協議会分担金

多摩地域の都市モノレー
ル等の建設を促進し南北
交通結節機能の強化を図
ることにより、公共交通機
関の不足を補うとともに、
自立的都市圏の確立と地
域社会の開発及び住民福
祉の向上を図る。

関係諸官公署に対する陳
情及び請願に関すること。

一律30,000円 ○ 1団体 協議会規約 30,000 0 0 0 30,000
都市整備部
都市計画課

230
三鷹・立川間立体化複々
線促進協議会分担金

中央線の立体化複々線を
促進するとともに、本事業
にあわせた地域社会の開
発、住民福祉の向上等の
地域振興を図る。

地域振興に係わる啓発、
広報活動及び関係諸官庁
に対する陳情請願等

一律50,000円 ○ 1団体 協議会規約 50,000 0 0 0 50,000
都市整備部
都市計画課

231
東京土地区画整理事業推
進連盟分担金

東京都内の区市町村にお
いて、安全で快適なまちを
実現するため、土地区画
整理事業のより一層の推
進を図る。

政府及び関係当局への要
請活動のほか、地区画整
理事業に関する技術・ノウ
ハウについての情報交
換、事例研究等

一律5,000円 ○ 1団体 連盟要綱 5,000 0 0 0 5,000
都市整備部
都市計画課

232
道路整備促進期成同盟会
東京都協議会負担金

多摩・島しょ地域における
道路整備を促進するた
め、道路財源の確保、道
路予算の拡大等について
積極的な活動を行う。

国会、政府、東京都等関
係機関に対する請願、陳
情に関する事業等

11,000円
＋人口×20銭

○ 1団体 協議会会則 50,000 0 0 0 49,000
都市整備部
都市計画課

233
東京都道路整備事業推進
大会負担金

東京の広域化する交通混
雑の緩和や安全で快適な
まちづくりに資するため、
道路、橋梁、鉄道連続立
体交差等の整備及び公共
交通を充実させる都市モノ
レール等の整備の推進を
図る。

道路整備事業等を促進す
るため必要な意見発表、
宣言及び決議をする。

一律30,000円 ○ 1団体 推進大会規約 30,000 0 0 0 30,000
都市整備部
都市計画課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

234
まちづくり情報交流協議会
負担金

まちづくり交付金を活用し
て地域の創意工夫を活か
したまちづくりの推進を目
指す地方公共団体の情報
交流を行うことを目的とす
る。

まちづくり交付金活用事例
についての情報交換やま
ちづくりに関する先進事例
について、講習会、勉強
会を通しての事例研究等

一律30,000円 ○ 1団体 協議会運営規則 30,000 0 0 0 30,000
都市整備部
都市計画課

235
小規模店舗等バリアフリー
改修工事助成金

西東京市人にやさしいま
ちづくり推進計画に掲げる
「補助制度の活用によるバ
リアフリーの誘導」の推進

国都の補助制度を適用し
ない、小規模店舗におけ
るバリアフリー改修工事の
費用の助成を行う。

上限500,000円 ○ ○ 1件
西東京市小規模店舗等バ
リアフリー改修工事助成金
交付要綱

483,000 0 241,000 0 242,000
都市整備部
都市計画課

236
まちなかベンチ設置助成
金

西東京市人にやさしいま
ちづくり推進計画に掲げる
「まちなかにおける休憩ス
ペースの確保」の推進

商店、事業所等の敷地内
の道路沿いに、市民の誰
もが利用できるよう、ベンチ
の購入及び設置に要する
経費の助成

１基につき上限50,000円 ○ ○
0団体
0人

西東京市まちなかベンチ
設置助成金交付要綱

0 0 0 0 0
都市整備部
都市計画課

237 木造住宅耐震診断補助金
地震の際の住宅の倒壊に
よる被害の軽減による住民
の安全性確保を図る。

住宅の耐震性の向上に資
する事業を行う者に対して
助成を行う。

上限60,000円 ○ 25人
西東京市木造住宅耐震診
断助成金交付要綱

1,500,000 445,000 0 0 1,055,000
都市整備部
都市計画課

238 木造住宅耐震改修補助金
地震の際の住宅の倒壊に
よる被害の軽減による住民
の安全性確保を図る。

住宅の耐震性の向上に資
する事業を行う者に対して
助成を行う。

上限300,000円 ○ 10人
西東京市木造住宅耐震改
修助成金交付要綱

3,000,000 1,350,000 0 0 1,650,000
都市整備部
都市計画課

239
耐震シェルター設置費補
助金

地震による住宅の倒壊か
ら高齢者等の生命を守る。

耐震シェルター等の設置
を行う高齢者等に対して助
成を行う。

上限300,000円 ○ 0人
西東京市耐震シェルター
等設置助成金交付要綱

0 0 0 0 0
都市整備部
都市計画課

240
東京地区用地対策連絡協
議会負担金

公共用地の取得に関し、
会員相互で連絡調整をは
かり、適正かつ円滑な事務
の推進を図る。

会員（東京都、区市町村、
公社等）の研修等並びに
事務運営のための負担

○ 1件
東京地区用地対策連絡協
議会規約

14,000 0 0 0 14,000
都市整備部
用地課

241
私道道路排水施設工事補
助金

私道内の道路排水施設及
び私設下水道施設を整備
するために工事費の一部
を補助する。

工事補助申請に基づき、
工事費の10/10以内を補
助

道路排水施設
側溝及び雨水ます整備費
補助
Ｌ形側溝 48ｍ桝 3基
ＬＵ側溝172ｍ桝 8基
Ｌ形側溝208ｍ桝10基

○ 3団体
私道補修及び私設下水道
に関する条例

7,381,920 0 0 0 7,381,920
都市整備部
道路建設課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

242
東京都区市町村土木関係
技術管理連絡協議会負担
金

東京都及び市町村が施行
する建設事業の適正かつ
効率的な執行の確保を図
るため、相互の連絡調整
及び必要な調査検討を行
う。

協議会構成組織数　76団
体
負担金：7,000円/団体

○ 1団体
東京都区市町村土木関係
技術管理連絡協議会要綱

7,000 0 0 0 7,000
都市整備部
道路建設課

243
下野谷橋架替工事拡幅分
負担金

下野谷橋架替工事に伴
い、下野谷橋の拡幅を行
う。

東京都で進めている石神
井川整備事業で下野谷橋
が架替することになり、市
からの要望を受けて橋の
幅員を6.0ｍから7.5ｍに拡
幅する。

東京都
下野谷橋架替工事費の一
部
負担割合20％

○ 1団体

石神井川整備事業に伴う
西東京市道橋（下野谷橋）
架替工事の施行及び費用
負担等に関する協定書

10,219,356 0 0 0 10,219,356
都市整備部
道路建設課

244
東京都収用委員会負担金
（都市計画道路3・4・15号
線整備事業）

保谷駅北口地域の交通結
節点強化

道路築造工事に伴う用地
取得及び道路整備

土地収用に伴う鑑定評価
料

○ 1団体 土地収用法　第126条 3,442,950 0 0 0 3,442,950
都市整備部
道路建設課

245
整備費負担金（都市計画
道路3・5・10号線整備事
業）

ひばりが丘団地周辺の交
通網整備

道路築造工事に伴う用地
取得及び道路整備

施行協定書に基づき、市
に代わり都市再生機構が
当該路線の整備を行うこと
による負担金

○ 1団体

平成22年6月21日付22西
都建第126号「ひばりが丘
地区住宅市街地総合整備
事業に係る西東京都市計
画道路3・5・10号線（第１工
区）」の整備に関する施工
協定書

30,939,010 0 0 0 30,939,010
都市整備部
道路建設課

246
全国自転車問題自治体連
絡協議会負担金

自転車等の安全利用の促
進、駅周辺等の放置自転
車問題の解決を図り、住
民生活の向上に寄与する
ための協議会を運営す
る。

総合交通体系における自
転車の位置づけを明確に
しながら、総合的かつ計画
的な自転車対策を推進す
る。

総会費・研修費・情報誌等
作成費・協議会運営費等

○ 1団体
全国自転車問題自治体連
絡協議会規約

20,000 0 0 0 20,000
都市整備部
道路管理課

247 自転車駐車場運営負担金

駅前広場等の良好な環境
の確保及びその機能の低
下の防止を図り、あわせて
自転車等の利用者の利便
性増進を図るために自転
車駐車場を運営する。

あらやしき自転車駐車場を
管理・運営するための市負
担金

あらやしき自転車駐車場
施設に係る固定資産税及
び都市計画税、償却資産
税

○ 1団体
自転車駐車場施設に係る
固定資産税等の取扱いに
関する覚書

1,666,644 0 0 0 1,666,644
都市整備部
道路管理課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

248
東伏見駅南口1A・B自転
車駐車場運営負担金

東伏見駅東側の踏切道路
拡幅整備に伴い、当該自
転車駐車場の一部管理施
設が支障となったため、移
設する。

東伏見駅南口1A・Ｂ自転
車駐車場の管理施設を移
設する負担金

自転車駐車場管理施設移
設費

○ 1団体
自転車駐車場施設の設置
及び運営に関する協定書

262,500 0 0 0 262,500
都市整備部
道路管理課

249
ひばりヶ丘駅南口自転車
駐車場運営負担金

ひばりヶ丘駅南口自転車
駐車場へ向かう自転車走
行が多く危険な状況となっ
ているため、管理施設を新
たに設置する。

ひばりヶ丘駅南口自転車
駐車場の自転車走行を規
制する。

利用者管理施設設置の負
担金

○ 1団体
自転車駐車場施設の設置
及び運営に関する協定書

1,000,000 0 0 0 1,000,000
都市整備部
道路管理課

250 街路灯電気料金補助金

街路灯を管理する自治会
体等に対し、維持管理に
必要な経費の一部を補助
し夜間における市民の安
全を図る。

道路上に設置されている
街路灯で自治会等が管理
しているものが対象

市内で街路灯を管理して
いる自治会等
街路灯60ｗ以下：2,500円
街路灯60ｗ以上：3,500円

○ 102団体 街路灯補助金交付要綱 5,031,500 0 0 0 5,031,500
都市整備部
道路管理課

251 交通安全協会補助金

西東京市交通安全協会が
実施する交通安全活動に
対し、その経費の一部を
補助することにより協会の
負担を軽減し、安全で快
適な市民生活の確保を目
的とする。

西東京市交通安全協会の
実施する交通安全活動経
費の補助

補助対象となる経費
・協会の主催、共催による
交通安全対策事業
・協会運営のための会議・
事務に要する経費

○ 1団体
西東京市交通安全協会補
助金交付要綱

1,900,000 0 0 0 1,900,000
都市整備部
道路管理課

252 施設維持管理負担金
田無駅北口における自動
車需要に応ずる駐車場を
運営する。

アスタ市営駐車場を運営
するための市負担金

アスタビルの共益費・光熱
水費・修繕積立金・電波障
害費等

○ 1団体 アスタ管理規約 22,707,784 0 0 0 22,707,784

都市整備部
道路管理課
※駐車場事業特別
会計

253 水洗便所改造費補助金

供用開始３年以内にくみ
取り便所を改造する者に
対し、必要な資金の助成
を行うことにより、水洗便所
の普及促進を図る。

西東京市水洗便所改造資
金助成規則第４条

自己の居住する家屋の改
造工事１件につき２万円、
貸家・アパート等の改造工
事大便器１個につき１万円

〇 0人 西東京市下水道条例 0 0 0 0 0

都市整備部
下水道課
※下水道事業特別
会計
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

254 日本下水道協会負担金

下水道に関する調査研究
を行うと共に、その急速な
普及と健全な発達を図り、
公共用水域の水質の保全
に資し、もって国民生活の
向上に寄与する。

1 下水道事業の経営に関
する調査研究
2 下水道の技術に関する
調査研究
3 下水道用器材の規格に
ついての研究
4 下水道に関する施設に
ついて、その他政府等に
陳情、請願、建議等

人口規模及び有収水量を
基準として算出

〇 1団体 日本下水道協会定款 478,920 0 0 478,920 0

都市整備部
下水道課
※下水道事業特別
会計

255
日本下水道協会関東地方
支部負担金

日本下水道協会の事業を
推進するため、諸般の調
査研究その他必要な事項
を行う。

1 下水道環境フォ－ラム
2 機関紙「みずぐるま」の
発行
3 下水道問題講習会等
4 下水道経営講座

均等割＋本部会費の15％ 〇 1団体
日本下水道協会関東地方
支部規則施行細則

0 0 0 0 0

都市整備部
下水道課
※下水道事業特別
会計

256
荒川右岸東京流域下水道
対策協議会負担金

荒川右岸東京流域地区の
円滑な下水道事業の運営
に関し、関係市及び関係
官公庁との連絡調整を図
る。

関係市及び関係官公庁と
の連絡調整等

一律同額 〇 1団体
荒川右岸東京流域下水道
対策協議会規約

10,000 0 0 10,000 0

都市整備部
下水道課
※下水道事業特別
会計

257
東京都多摩地区下水道事
業積算施工適正化委員会
負担金

広範な情報交換及び意見
の交流をもとに積算施工
等の検討を行い適正化を
図る。

多摩地区下水道事業積算
施工の適正化に係わる事
業

一律同額 〇 1団体
東京都多摩地区下水道事
業積算施工適正化委員会
規約

20,000 0 0 20,000 0

都市整備部
下水道課
※下水道事業特別
会計

258
下水道事業経営講習会負
担金

下水道界の第一人者の
方々等から,下水道の動向
や管理等のあり方につい
て講習し、参加者相互の
情報、意見交換を行う。

参加費 〇 1団体
（財）地方自治研究機構主
催

10,000 0 0 10,000 0

都市整備部
下水道課
※下水道事業特別
会計

259
下水道事務職員養成講習
会負担金等

下水道の事務担当者とし
て知っておくべき事務全般
の内容を基礎的及び体系
的に修得し、事務の円滑
な執行を図る。

1.下水道の歴史
2.下水道の役割
3.下水道のしくみと種類
4.下水道事業の現況と推
移　他

参加費 〇 2団体
（社）日本下水道協会主催
等

98,000 0 0 98,000 0

都市整備部
下水道課
※下水道事業特別
会計

48



事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

260 職員福利厚生費交付金
互助会の事業を助成す
る。

福利厚生事業、教養文化
事業、体育保健事業等へ
の助成

17,000円×11人 〇 1団体
西東京市職員互助会に関
する条例、西東京市職員
互助会交付金交付要綱

143,406 0 0 143,406 0

都市整備部
下水道課
※下水道事業特別
会計

261 水洗便所改造費利子補給

改造資金融資あっせんに
対する利子補給することに
よる水洗便所の普及促進
を図る。

融資あっせんにより融資を
受けた者に対し、利子補
給金を交付する。

借入金の年利2.5％に相
当する額

〇 0人
西東京市水洗便所改造資
金助成規則第13条

0 0 0 0 0

都市整備部
下水道課
※下水道事業特別
会計

262 日本下水道事業団補助金
下水道技術者の養成、新
技術の開発、実用化のた
めの試験研究

地方公共団体の委託に基
づき下水道の整備に関す
る計画の策定及び事業の
施行並びに下水道の維持
管理に関する技術援助

国と地方各二分の一負
担、地方分の三分の一を８
万人以上の市で負担

〇 1団体
日本下水道事業団法第37
条

259,000 0 0 259,000 0

都市整備部
下水道課
※下水道事業特別
会計

263
流域下水道維持管理負担
金

本市を含め近隣９市の下
水（汚水）を安全・安定的
に浄化処理し、快適な都
市生活及び水環境の向上
を図る。

東京都が管理運営してい
る流域下水道管きょや清
瀬水再生センター（最終処
理場）への維持管理負担
金

構成９市の汚水量による按
分負担

〇 1団体 下水道法第３１条のニ 808,009,466 0 0 808,009,466 0

都市整備部
下水道課
※下水道事業特別
会計

264
石神井川右岸六号雨水幹
線建設負担金

現在の下水道課は、昭和
12年～13年に築造され既
に70年以上経過している。
管渠の老朽化が著しく下
水道の機能を維持できな
い状態にあることが判明し
た。

事業については、武蔵野
市が行い、事業費は面積
割合で負担する。

負担金 〇 1団体 武蔵野市との協定 1,051,983 0 0 1,051,983 0

都市整備部
下水道課
※下水道事業特別
会計

265
荒川右岸東京流域下水道
建設負担金

本市を含め近隣９市の下
水（汚水）を安全・安定的
に浄化処理し、快適な都
市生活及び水環境の向上
を図る。

東京都が管理運営してい
る清瀬水再生センター（最
終処理場）への下水道管
きょや処理施設などの建
設費負担金

構成９市の計画汚水量比
及び計画排除面積比によ
る按分負担

〇 1団体 下水道法第31条のニ 42,718,091 0 0 42,400,000 318,091

都市整備部
下水道課
※下水道事業特別
会計

266
東京河川改修促進連盟負
担金

河川の氾濫、雨水による
災害を防除し住民の福祉
を増進するため、これら河
川改修事業の早期達成を
図る。

1.政府、国会及び関係当
局へ請願及び陳情
2.河川改修事業を促進す
るため必要な事業を行う。

市部一律 〇 1団体
東京河川改修促進連盟規
約

55,000 0 0 0 55,000
都市整備部
下水道課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

267 雨水浸透施設助成金

屋根に降った雨水を地下
に浸透させ、地下水のか
ん養及び潤いのあるまち
づくりを進める。

500㎡未満の個人が所有
する住宅に雨水浸透施設
を設置する工事に対し、経
費の一部を助成する。

浸透施設の大きさや個
数、排水管の長さ等により
助成額が違う。一件当たり
限度額15万円

〇
26件
100個

平成23年度西東京市雨水
浸透施設助成事業実施要
綱

3,135,714 0 862,000 0 2,273,714
都市整備部
下水道課

268
東京都総合治水対策
協議会負担金

東京都内における総合的
な治水対策を推進するた
めの計画策定及び関連事
業の推進等に努める。

1.パネル展
2.パンフレット配布
3.施設見学会の実施

市部一律 〇
東京都総合治水対策協議
会規約

50,000 0 0 0 50,000
都市整備部
下水道課

269
西東京都市計画道路3・2・
6号線関連雨水管整備費
負担金

都市計画道路3・2・6号線
整備に伴う既設雨水管の
接続するため、工事費一
部を負担する。

都市計画道路3・2・6号線
整備に伴う既設雨水管の
接続するため、工事費一
部を負担する。

工事費の一部負担 〇

1団体
（φ250～φ
1500㎜雨水
管Ｌ＝2,423
ｍ）

東京都との協定 246,978,312 0 0 185,200,000 61,778,312
都市整備部
下水道課

270 職員福利厚生費交付金
職員互助会の事業に対す
る助成

福利厚生事業、教養文化
事業、体育保健事業等へ
の助成

17,000円×9人 ○ 1団体
西東京市職員互助会に関
する条例、西東京市職員
互助会交付金交付要綱

91,258 0 0 0 91,258

都市整備部
再開発課
※保谷駅南口地区
第一種再開発事業
特別会計

271 権利者交付金
保谷駅南口地区再開発事
業における権利変換処分
の清算

各権利変換者の従前資産
の価額と従後資産の価額
との差額を清算金として交
付する。

各権利変換者の従前資産
の価額と従後資産の価額
との差額

○ ○
6人
3団体

都市再開発法 41,589,716 0 0 41,589,716 0

都市整備部
再開発課
※保谷駅南口地区
第一種再開発事業
特別会計

272 特定建築者負担金

保谷駅南口地区再開発事
業における特定施設建築
物を建築する特定建築者
に対する費用負担

特定施設建築物の権利床
等の部分に係る費用負担

施工協定に基づく費用負
担

○ 1団体
権利床等の整備に関する
施工協定書（Ⅰ・Ⅱ街区）

841,050 0 0 841,050 0

都市整備部
再開発課
※保谷駅南口地区
第一種再開発事業
特別会計

273
東京都市町村教育委員会
連合会負担金

東京都市町村教育委員会
相互の間の連絡協調を図
り、もって教育の水準を向
上せしめ、教育行政の公
正にして円滑な運営に寄
与することを目的とする。

東京都市町村教育委員会
連合会における研修及び
会議等、教育水準の向上
並びに円滑な運営を行う
ための費用負担

均等割12,000円
人口割78,400円

○ 1団体
東京都市町村教育委員会
連合会会則

90,400 0 0 0 90,400
教育部
教育企画課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

274
全国都市教育長協議会負
担金

会員相互の連絡を緊密に
して相協力して、民主的な
教育行政の進展を図り、
都市の教育向上に尽くす
ことを目的とする。

全国都市教育長協議会に
おける教育向上に尽くすこ
とを目的とした研修及び会
議等、円滑な運営を行うた
めの費用負担

人口割20,000円 ○ 1団体
全国都市教育長協議会の
会費基準による。

20,000 0 0 0 20,000
教育部
教育企画課

275
関東地区都市教育長協議
会負担金

「地方教育行政の組織及
び運営に関する法律」の
趣旨に基づいて会員各自
の任務を果たし、互いに協
力して、わが国の教育向
上に尽くすことを目的とす
る。

関東地区都市教育長協議
会における教育向上に尽
くすことを目的とした研修
及び会議等円滑な運営を
行うための費用負担

均等割5,000円 ○ 1団体
関東地区都市教育長協議
会規約

5,000 0 0 0 5,000
教育部
教育企画課

276 東京都市教育長会負担金

会員相互の連絡を緊密に
して相協力して、民主的な
教育行政の進展を図り、
都市の教育向上に尽くす
ことを目的とする。

東京都市教育長会におけ
る教育向上に尽くすことを
目的とした研修及び会議
等、円滑な運営を行うため
の費用負担

均等割27,000円
人口割20,000円

○ 1団体 東京都市教育長会規約 47,000 0 0 0 47,000
教育部
教育企画課

277
東京都教育委員会連合会
負担金

東京都市町村教育委員会
連合会が実施する教育関
連施設等の視察研修に教
育委員が参加することで、
委員活動の参考とし、もっ
て教育の向上を図ることを
目的とする。

東京都市町村教育委員会
連合会管外視察研修へ参
加するための費用負担

参加者負担金
1人当たり2,000円

○ 4人
東京都市町村教育委員会
連合会会則

8,000 0 0 0 8,000
教育部
教育企画課

278
関東甲信越静市町村教育
委員会連合会負担金

１都10県の市町村教育委
員が一堂に会して委員相
互に連絡調整を図り、教
育に関する諸問題を調査
研究して教育行政の円滑
な運営と進展に資し、もっ
て教育の発展に寄与する
ことを目的とする。

関東甲信越静市町村教育
委員会連合会における教
育向上に尽くすことを目的
とした研修に参加するため
の費用負担。

参加者負担金
1人当たり　3,000円

○

３人
（教育委
員、教育長
及び事務局
随行者）

関東甲信静市町村教育委
員会連合会総会及び研修
会実施要領

0 0 0 0 0
教育部
教育企画課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

279
エネルギー管理講習受講
負担金

１会計年度におけるエネル
ギー使用量の原油換算値
の合計が1,500kL以上で
ある事業者は、特定事業
主としてエネルギー管理統
括者とエネルギー管理企
画推進者を選任することが
義務付けられており、講習
を受講することでエネル
ギー管理企画推進者を育
成することを目的とする。

エネルギー管理企画推進
者として選任されるための
要件であるエネルギー管
理講習「新規講習」を受講
するための費用負担

受講者負担金
1人当たり17,100円

○
1人
（教育委員
会職員）

エネルギーの使用の合理
化に関する法律

17,100 0 0 0 17,100
教育部
教育企画課

280 入学資金利子補給

大学等に入学を許可され
た者の保護者に対し、必
要な入学資金等につい
て、市が特定金融機関に
融資をあっせんし、この融
資について利子の一部を
補給することにより、入学
を容易にし教育の機会均
等を図る。

特定金融機関（三井住友
銀行田無支店、多摩信用
金庫田無支店）の融資に
対し、この融資利率による
利子の一部を補給する。

融資限度額：100万円
償還期間：6年以内
利子補給率：年2％以内

○ 0人
西東京市入学資金融資
あっせん条例及び同施行
規則

0 0 0 0 0
教育部
教育企画課

281 修学旅行費補助金

市立中学校が実施する修
学旅行に対し、その費用
の一部を補助することによ
り、保護者の経済的負担
を軽減し、併せて教育の
振興を図る。

修学旅行費用の一部を補
助する。

１人あたり5,000円 ○
中学3年生
1，281人

西東京市立中学校修学旅
行費補助金交付要綱

6,405,000 0 0 0 6,405,000
教育部
教育企画課

282
日本スポーツ振興セン
ター掛金
(児童健康管理費）

学校安全の普及充実を図
るとともに義務教育諸学校
等の管理下における児童
生徒の負傷疾病、障害又
は死亡に関し、必要な給
付を行いもって学校教育
の円滑な実施に資する。

義務教育諸学校等の管理
下における児童生徒の負
傷疾病、障害又は死亡に
関し、必要な給付を行う。

掛金
一般・準要保護
　１人当たり945円
要保護
　１人当たり65円
掛金控除（対象者１人当た
り）
　準要保護230円
　要保護10円

○
1団体
（小学生
9,382人分）

独立行政法人日本スポー
ツ振興センター法

8,650,500 0 0 0 8,650,500
教育部
学校運営課

283
東京都養護教諭研究会負
担金
（児童健康管理費）

養護教諭の資質向上、学
校保健の研究ならびに普
及発展をはかることを目的
とする。

会費の資質向上に関する
研究、学校保健に関する
調査講習会等の開催

１校1,800円 ○ 1団体
東京都養護教諭研究会会
則

34,200 0 0 0 34,200
教育部
学校運営課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

284
東京都学校保健会負担金
（児童健康管理費）

東京都の学校保健を通し
て児童・生徒の健全育成
を行い、次代の都民の健
やかで豊かな活動を達成
することを目的とする。

会報の発行
学校保健に関する講演会
等の開催
学校保健大会の開催

1校2,500円 ○ 1団体 東京都学校保健会会則 47,500 0 0 0 47,500
教育部
学校運営課

285
東京都小学校給食教育研
究会負担金

学校給食の研究並びに普
及発展を目的とする。

研究調査および研究発表
会の開催等

１校1,000円 ○ 1団体
東京都小学校食育研究会
規約

19,000 0 0 0 19,000
教育部
学校運営課

286
市立学校給食研究会負担
金

給食に関する教育研究活
動に対し補助金等を交付
することにより、学校給食
の質の向上と円滑化を図
る。

給食に関する教育研究活
動に対し補助金等を交付
する。

１校3,200円 ○ 小学校19校

公立小・中学校における
教育研究活動に対する補
助金等の交付に関する事
務要領

60,765 0 0 0 60,765
教育部
学校運営課

287
給食保存食代助成費
（小学校給食事業費）

学校給食の安全を期する
ため、費用を負担すること
により給食事業の円滑な
運営を図る。

給食を実施するにあたり、
保存食等に必要な費用を
助成する。

検査用保存食品等：給食
を実施した日1日につき
810円
検査用原材料：検査に使
用した現材料の実費相当
額

○ 小学校19校
西東京市立小中学校給食
に係る検食用保存食代助
成費交付要綱

2,869,074 0 0 0 2,869,074
教育部
学校運営課

288
日本スポーツ振興セン
ター掛金
(生徒健康管理費）

学校安全の普及充実を図
るとともに義務教育諸学校
等の管理下における児童
生徒の負傷疾病、障害又
は死亡に関し、必要な給
付を行いもって学校教育
の円滑な実施に資する。

義務教育諸学校等の管理
下における児童生徒の負
傷疾病、障害又は死亡に
関し、必要な給付を行う。

掛金
一般・準要保護
　１人当たり945円
要保護
　１人当たり65円
掛金控除（対象者１人当た
り）
　準要保護230円
　要保護10円

○
1団体
（中学生
4,039人分）

独立行政法人日本スポー
ツ振興センター法

3,695,435 0 0 0 3,695,435
教育部
学校運営課

289
東京都養護教諭研究会負
担金
（生徒健康管理費）

養護教諭の資質向上を学
校保健の研究ならびに普
及発展をはかることを目的
とする。

会費の資質向上に関する
研究、学校保健に関する
調査講習会等の開催

１校1,800円 ○ 1団体
東京都養護教諭研究会会
則

16,200 0 0 0 16,200
教育部
学校運営課

290
東京都学校保健会負担金
（生徒健康管理費）

東京都の学校保健を通し
て児童・生徒の健全育成
を行い、次代の都民の健
やかで豊かな活動を達成
することを目的とする。

会報の発行
学校保健に関する講演会
等の開催
学校保健大会の開催

1校2,500円 ○ 1団体 東京都学校保健会会則 22,500 0 0 0 22,500
教育部
学校運営課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

291
給食保存食代助成費
（中学校給食事業費）

学校給食の安全を期する
ため、費用を負担すること
により給食事業の円滑な
運営を図る。

給食を実施するにあたり、
保存食等に必要な費用を
助成する。

検査用保存食品等：給食
を実施した日1日につき
810円
ミルク給食用牛乳：牛乳1
本当り購入単価

○

中学校5校
（田無二中・
田無三中・
青嵐中・田
無四中・明
保中）

西東京市立小中学校給食
に係る検食用保存食代助
成費交付要綱

350,965 0 0 0 350,965
教育部
学校運営課

292
中学校給食費送金手数料
助成費

小学校と中学校間の給食
費の送金手数料等を助成
することにより、学校給食
の安全とその質を維持す
ることを目的とする。

給食費を中学校（子校）が
小学校（親校）に送金する
ための手数料及び小学校
が中学校に返金するため
の手数料を助成する。

送金に要する手数料実額 ○

中学校3校
（田無三中・
田無四中・
明保中）

西東京市立中学校給食費
送金手数料助成費交付要
綱

4,200 0 0 0 4,200
教育部
学校運営課

293
全国連合小学校長会負担
金

組織団体の連合機関とし
て、職能の向上と初等教
育の充実刷新を図り、もっ
て民主的で文化的な国家
の建設に寄与することを目
的とする。

組織団体の連絡・提携に
関すること、学校の管理・
運営に関すること、教育上
必要な研究・調査に関す
ること、教育制度並びに教
育行政に関すること、教職
員の地位・待遇の向上に
関すること、教育振興に関
する世論の喚起など

1団体5,265円 ○ 19校 全国連合小学校長会会則 100,035 0 0 0 100,035
教育部
教育指導課

294
東京都公立小学校長会負
担金

小学校教育の振興を期す
るために職能の向上・待遇
の改善並びに会員相互の
福祉増進を図ることを目的
とする。

学校経営に関すること、小
学校教育の施設・設備に
関すること、教育の制度・
行政並びに財政に関する
こと、会員研修に関するこ
と、児童の心の教育・健全
育成に関すること、教育振
興の広報活動に関するこ
となど

1団体16,200円 ○ 19校
東京都公立小学校長会会
則

307,800 0 0 0 307,800
教育部
教育指導課

295
全国公立学校教頭会負担
金（小学校）

会員の資質を高めるため
の研修を推進し、教育の
向上進展に寄与するととも
に、会員の地位向上を図
ることを目的とする。

学校管理運営、その他教
育上の諸問題についての
研究調査に関すること、研
究大会の開催、研究物の
刊行に関すること、教頭の
地位向上と福利厚生に関
すること、教育関係諸機
関・諸団体との連携に関
することなど

1団体3,726円 ○ 19校 全国公立学校教頭会会則 70,794 0 0 0 70,794
教育部
教育指導課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

296
東京都公立小学校副校長
会負担金

会員の資質を高めるため
の研修を推進して教育の
振興に寄与するとともに会
員相互の福祉増進を図る
ことを目的とする。

学校の管理運営その他教
育上の諸問題についての
研究調査に関すること、研
究会等の開催及び研究物
の刊行、会報の発行等に
関すること、副校長の地位
待遇の向上と、会員の福
利厚生、親睦、情報交換
等に関することなど

1団体11,340円 ○ 19校
東京都公立小学校副校長
会会則

215,460 0 0 0 215,460
教育部
教育指導課

297
東京都小学校教育研究会
連合分担金

構成各団体の連絡を緊密
にし、本都小学校教育の
振興に寄与することを目的
とする。

各単位団体間の連絡協
議、研究助成交付の拡充
強化並びに関係官庁との
連絡折衝、各単位団体の
研究活動の助成、研究
会・講習会の開催、小学
校教育に関する調査研
究、会報研究物等の刊行
など

1団体10,530円 ○ 19校
東京都小学校教育研究会
連合規約

200,070 0 0 0 200,070
教育部
教育指導課

298
東京都教育会分担金（小
学校）

東京都民の教育団体とし
て、健全なる都民の教育を
推進して日本国民の理想
の実現につとめることを目
的とする。

教育に関する調査研究並
びに奨励、研究会等の開
催、会報の発行並びに教
育に関する図書・参考資
料等の刊行、生涯学習の
視点に立った学校教育・
家庭教育・社会教育の健
全なる発展に関する事項
など

1団体1,620円 ○ 19校 東京都教育会規約 30,780 0 0 0 30,780
教育部
教育指導課

299
東京都特別支援学級設置
校長協会分担金

特別支援学級、通級指導
教室の教育の拡充発展を
図るとともに、広く特別支
援教育の振興に寄与する
ことを目的とする。

特別支援学級、通級指導
教室の管理、運営に関す
る連絡協議、特別支援学
級教育、通級指導教室の
教育並びに特別支援教育
全般についての調査研
究、特別支援学級教育、
通級指導教室の推進拡充
のための渉外事業など

1団体1,350円 ○
小学校3校
中学校2校

東京都特別支援学級設置
校長協会規約

6,750 0 0 0 6,750
教育部
教育指導課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

300
東京都小学校体育連盟負
担金

小学校体育スポーツ活動
の振興のためスポーツ大
会の主催や体育・スポーツ
に関する調査研究及び、
教員の実技と実技能力の
向上を図ることを目的とす
る。

体育の研修会及び講習
会、体育に関する調査研
究、教職員の競技会の開
催、関係体育団体との連
携など

1団体900円 ○ 19校
東京都小学校体育連盟規
約

17,100 0 0 0 17,100
教育部
教育指導課

301
東京都公立小学校事務職
員会分担金

学校事務の研究を促進
し、事務の能率化並びに
会員の職務能力向上を図
るとともに、学校教育・教育
行政の推進に寄与するこ
とを目的とする。

学校事務に関する研究及
び調査、研究会・講演会
等の開催、会誌・会報の刊
行、会員相互の連絡連携
に関することなど

1団体2,430円 ○ 19校
東京都公立小学校事務職
員会規約

46,170 0 0 0 46,170
教育部
教育指導課

302
全国公立小学校事務職員
研究会分担金

学校事務の研究を促進
し、事務の効率化並びに
会員の職務能力向上を図
るとともに、全事研の事業
に寄与することを目的とす
る。

学校事務に関する研究及
び調査、全事研本部より依
頼されたる事項の協議及
び決定、全事研本部及び
各支部との連絡提携など

1団体1,215円 ○ 19校
全国公立小中学校事務職
員研究会東京小学校支部
規約

23,085 0 0 0 23,085
教育部
教育指導課

303
東京都公立学校難聴・言
語障害教育研究協議会分
担金

難聴・言語障害通級指導
学級設置校及び、関係諸
機関の緊密な連携により、
心身障害教育の振興発展
を図ることを目的とする。

都難言設置校並びに難
聴・言語障害通級指導学
級の運営に関すること、難
聴・言語障害教育振興の
ための調査・研究に関する
こと、関係諸機関及び諸
団体との連絡提携に関す
ること、難聴・言語障害教
育の啓発に関することなど

1団体1,080円 ○ 19校
東京都公立学校難聴・言
語障害教育研究協議会会
則

20,520 0 0 0 20,520
教育部
教育指導課

304
多摩地区特別支援教育研
究会分担金

特別支援教育に関する研
究並びに啓発、振興を図
るとともに、他校と交流の
できる諸行事を開催するこ
とを目的とする。

研究会・講演会、研修など
の実施、各種交流活動の
実施など

1団体4,500円 ○
小学校8校
中学校2校

多摩地区特別支援教育研
究会規約

45,000 0 0 0 45,000
教育部
教育指導課

305
全国特別支援学級設置学
校長協会分担金

特別支援学級及び通級指
導教室の充実発展を図
り、広く特別支援教育の振
興に寄与することを目的と
する。

特別支援学級及び通級指
導教室の管理運営に関す
る調査研究、特別支援学
級及び通級指導教室の教
育並びに特別支援教育一
般に関する研修と振興活
動など

1団体630円 ○
小学校3校
中学校2校

全国特別支援学級設置学
校長協会規約

3,150 0 0 0 3,150
教育部
教育指導課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

306
東京都公立学校情緒障害
教育研究会分担金

情緒障害児の教育の研究
と福祉の増進を図ることを
もって目的とする。

教育研究に関すること、実
態調査に関すること、研修
に関すること、情報交換に
関すること、広報活動に関
すること、福祉の増進に関
すること、他機関と連絡提
携に関することなど

1団体810円 ○ 28校
東京都公立学校情緒障害
教育研究会会則

22,680 0 0 0 22,680
教育部
教育指導課

307
東京都特別支援教育研究
会分担金

特別支援教育に関する研
究ならびに啓発、振興を
図ることを目的とする。

特別支援教育に関する調
査研究、研究会や講習会
の開催、会報等の発行、
各種機関や団体との連携
など

1団体1,080円 ○ 28校
東京都特別支援教育研究
会規約

30,240 0 0 0 30,240
教育部
教育指導課

308 全日本中学校長会負担金

全国各都道府県中学校長
会相互が緊密な協調を保
ち、中学校教育の振興を
図り、国家社会の発展に
寄与することを目的とす
る。

教育に関する研究調査、
研究協議会の開催、教育
に関する世論の喚起及び
振興、各種印刷物の刊
行、教育諸団体との連絡
協力など

1団体6,075円 ○ 9校 全日本中学校長会会則 54,675 0 0 0 54,675
教育部
教育指導課

309
関東甲信越地区中学校長
会負担金

関東甲信越地区の各中学
校長会相互の緊密な連携
を図り、中学校教育の振
興を期する。

研究協議会の開催、教育
に関する調査研究及び研
修、単位校長会相互の連
絡協力、教育関係団体と
の連絡協力など

1団体1,215円 ○ 9校
関東甲信越地区中学校長
会会則

10,935 0 0 0 10,935
教育部
教育指導課

310 東京都中学校長会負担金

会員相互の緊密な協力の
もとに、職能の向上を図
り、本都中学校教育の振
興発展に寄与することを目
的とする。

教育に関する研究調査、
教育諸条件の整備改善、
会員の研修、教職員の待
遇改善、会員の互助、厚
生、関係諸機関、諸団体と
の連絡協力など

1団体19,035円 ○ 9校 東京都中学校長会会則 171,315 0 0 0 171,315
教育部
教育指導課

311
北多摩北地区公立中学校
長会分担金

北多摩地区の各市公立中
学校長を会員とし、相互に
緊密な連携を保ち、その
職能の向上を図り、中学
校教育の進展に資するこ
とを目的とする。

教育に関する研究、調査
及び対策、会員の研修、
教育諸問題についての情
報交換並びにその対策、
教育諸条件の整備改善の
促進など

1団体4,050円 ○ 9校
北多摩北地区公立中学校
長会会則

36,450 0 0 0 36,450
教育部
教育指導課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

312
全国公立学校教頭会負担
金(中学校）

会員の資質を高めるため
の研修を推進し、教育の
向上進展に寄与するととも
に、会員の地位向上を図
ることを目的とする。

学校管理運営、その他教
育上の諸問題についての
研究調査に関すること、研
究大会の開催、研究物の
刊行に関すること、教頭の
地位向上と福利厚生に関
すること、教育関係諸機
関・諸団体との連携に関
することなど

1団体3,726円 ○ 9校 全国公立学校教頭会会則 33,534 0 0 0 33,534
教育部
教育指導課

313
東京都公立中学校副校長
会負担金

会員の資質を高めるため
の研究を推進し、東京都
公立中学校教育の振興と
会員の親和・互助を図るこ
とを目的とする。

学校の管理・運営につい
ての研究・調査に関するこ
と、研究大会の開催・研究
物の刊行に関すること、会
員相互の福利厚生及び待
遇改善に関すること、地域
相互の情報交換及び他団
体との連携・提携に関する
ことなど

1団体12,150円 ○ 9校
東京都公立中学校副校長
会会則

109,350 0 0 0 109,350
教育部
教育指導課

314
東京都中学校教育研究会
分担金

東京都中学校教育の振興
を図ることを目的とする。

教育課程並びに指導内
容・指導方法の研究、教
育に関する調査研究、会
報・研究物の発行、関係
諸官庁及び他の教育研究
団体との連絡提携など

1団体1,215円×24研究会 ○ 9校
東京都中学校教育研究会
会則

262,440 0 0 0 262,440
教育部
教育指導課

315
東京都教育会分担金（中
学校）

東京都民の教育団体とし
て、健全なる都民の教育を
推進して日本国民の理想
の実現につとめることを目
的とする。

教育に関する調査研究並
びに奨励、研究会等の開
催、会報の発行並びに教
育に関する図書・参考資
料等の刊行、生涯学習の
視点に立った学校教育・
家庭教育・社会教育の健
全なる発展に関する事項
など

1団体1,620円 ○ 9校 東京都教育会規約 14,580 0 0 0 14,580
教育部
教育指導課

316
東京都中学校体育連盟本
部加盟費負担金

都内中学校における体
育・スポーツ活動の振興と
生徒の健全な発達を図る
ことを目的とする。

中学校体育・スポーツ活動
の調査研究、各運動競技
大会の開催と研究大会の
開催等

1団体5,400円 ○ 9校
東京都中学校体育連盟規
約

48,600 0 0 0 48,600
教育部
教育指導課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

317
東京都中学校体育連盟各
部加盟費負担金

都内中学校における体
育・スポーツ活動の振興と
生徒の健全な発達を図る
ことを目的とする。

中学校体育・スポーツ活動
の調査研究、各運動競技
大会の開催と研究大会の
開催等

1団体3,600円 ○ 102部
東京都中学校体育連盟規
約

367,200 0 0 0 367,200
教育部
教育指導課

318
東京都中学校体育連盟第
11ブロック本部加盟費負
担金

第11ブロック内の学校の
体育･スポーツ活動の振興
と生徒の健全なる成長及
び関係者研修･親睦を図る
こと。

東久留米市・清瀬市・東村
山市・東大和市・武蔵村山
市・西東京市の各中学校
で構成され活動

1団体1,800円 ○ 9校
東京都中学校体育連盟規
約

16,200 0 0 0 16,200
教育部
教育指導課

319
東京都中学校体育連盟第
11ブロック各部加盟費負
担金

第11ブロック内の学校の
体育･スポーツ活動の振興
と生徒の健全なる成長及
び関係者研修･親睦を図る
こと。

東久留米市・清瀬市・東村
山市・東大和市・武蔵村山
市・西東京市の各中学校
で構成され活動

1団体450円 ○ 101部
東京都中学校体育連盟規
約

45,450 0 0 0 45,450
教育部
教育指導課

320
東京都中学校吹奏楽連盟
負担金

中学校吹奏楽を盛んにし
て音楽文化向上のために
研究と事業を行い、併せて
会員相互の親睦をはか
る。

吹奏楽に関する講習会、
研究会及び演奏会の開
催、各支部連盟との連絡
提携情報などの交換、吹
奏楽祭、コンクール及び諸
行事への参加など

1団体5,000円 ○ 6校
東京都中学校吹奏楽連盟
規約

30,000 0 0 0 30,000
教育部
教育指導課

321
東京都公立中学校事務職
員会負担金

会員相互の緊密な連携を
図り、学校及び教育行財
政にかかる事務の研修並
びに研究につとめ、能率
の増進、資質の向上に資
することを目的とする。

事務職員の教養を高め、
資質の向上を図るための
事業、会員相互の緊密な
連携を図るための事業、
研究大会開催の事業、本
会と目的を同じくする他団
体との連携に関する事業
など

1団体3,645円 ○ 9校
東京都公立中学校事務職
員会規約

32,805 0 0 0 32,805
教育部
教育指導課

322
北多摩地区公立中学校教
育研究協議会分担金

北多摩地区公立中学校各
研究会の連絡調整に当た
り、各種教育研究団体と緊
密な連絡を図り、中学校教
育の向上発展に寄与する
ことを目的とする。

北多摩地区公立中学校の
連携による研究発表、研
修の実施、会報の発行な
ど

1団体6,000円 ○ 9校
北多摩地区公立中学校教
育研究協議会会則

54,000 0 0 0 54,000
教育部
教育指導課

323
全国中学校社会科研究大
会特別分担金

中学校における社会科教
育研究の充実・振興を図る
ことを目的とする。

平成23年度に開催される
全国大会・関東ブロック大
会を東京都で開催し、授
業公開、授業研究、研究
発表等を行う。

1団体1,000円 ○ 9校
東京都中学校社会科教育
研究会規約

9,000 0 0 0 9,000
教育部
教育指導課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

324
東京都中学校技術・家庭
科研究大会特別分担金

中学校における技術・家
庭科指導に関する研究の
充実・振興を図ることを目
的とする。

平成23年度に開催される
全国大会・関東ブロック大
会を東京都で開催し、授
業公開、授業研究、研究
発表等を行う。

1団体1,000円 ○ 9校
東京都中学校技術・家庭
科研究会会則

9,000 0 0 0 9,000
教育部
教育指導課

325
東京都中学校演劇教育研
究会全国大会特別分担金

中学校演劇教育にかかわ
る全国の指導者を対象
に、指導力向上を目指し
て、研究を深めることを目
的とする。

平成23年度に開催される
全国大会・関東ブロック大
会を東京都で開催し、指
導成果発表及び講義等を
行う。

1団体1,000円 ○ 9校
全国中学校演劇教育研究
会会則

9,000 0 0 0 9,000
教育部
教育指導課

326 都市指導主事会分担金

学校教育の指導行政及び
学校諸活動の研究協議並
びに指導主事の資質の向
上を図る。

26市指導主事会・四地区
会分担金の支払

都市指導主事会　6,300×
3人 ○ 1団体 東京都市指導主事会規約 18,900 0 0 0 18,900

教育部
教育指導課

327
教職員各教科領域研修会
参加負担金

教職員の研修機会の確保
公的機関が主催･共催す
る研修会等に教職員が参
加するための費用の負担

同左 ○
都費負担の
教職員

教育公務員特例法
教職員各教科領域研修会
参加負担金支払基準

157,300 0 0 0 157,300
教育部
教育指導課

328
西東京市立小学校長会補
助金

西東京市立小学校の教育
の振興を期するために、学
校経営上の諸問題の解決
並びに、会員の研修と相
互の連帯を図ることを目的
とする。

西東京市立小学校の教育
の連絡・改善・進歩に関す
る事項、学校経営上の諸
問題の解決に関する事
項、会員相互の研修・厚
生に関する事項、教育上
の研究・調査に関する事
項、その他本会の目的を
達成するために必要な事
項

1団体11,520円 ○ 19校
西東京市立小学校長会会
則

217,312 0 0 0 217,312
教育部
教育指導課

329
西東京市立小学校副校長
会補助金

西東京市立小学校の教育
の振興を期し、会員の資
質向上のための研修と相
互の連携を図ることを目的
とする。

 西東京市立小学校の教
育の連絡・改善・進歩に関
する事項、 会員相互の研
修・厚生に関する事項、
教育上の研究・調査に関
する事項、その他本会の
目的を達成するために必
要な事項

１団体8,800円 ○ 19校
西東京市立小学校副校長
会会則

148,915 0 0 0 148,915
教育部
教育指導課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

330
西東京市立中学校長会補
助金

西東京市立中学校の教育
の振興を期するため、学
校経営上の諸課題と会員
の研修を図ることを目的と
する。

西東京市立中学校の教育
の充実発展に関する事
項、学校経営上の諸問題
の解決に関する事項、教
育に関する調査及び対策
に関する事項、会員相互
の研修に関する事項、そ
の他本会の目的を達成す
るために必要な事項

1団体11,520円 ○ 9校
西東京市立中学校校長会
会則

94,292 0 0 0 94,292
教育部
教育指導課

331
西東京市立中学校副校長
会補助金

西東京市立中学校の教育
の振興を期するため、学
校経営上の諸課題と会員
の研修を図ることを目的と
する。

西東京市立中学校の教育
の充実・発展に期する事
項、学校経営上の諸問題
の解決に関する事項、教
育に関する調査及び対策
に関する事項、会員相互
の研修に関する事項、そ
の他本会の目的を達成す
るために必要な事項

1団体8,800円 ○ 9校
西東京市公立中学校副校
長会会則

58,142 0 0 0 58,142
教育部
教育指導課

332
西東京市立小学校教育研
究会補助金

西東京市立小学校教育の
充実・発展を目指すと共
に、会員相互の啓発に努
め、資質や能力の向上を
図ることを目的とする。

教科等の教育の推進に関
する授業研究・調査研究
等、各研究部会、講演会、
研究発表会、担当部別研
究会、各学校並びに教育
関係機関・各種教育団体
との連絡・連携、研究紀
要・会報の発行、その他の
教育振興に関する事業

1人900円×会員申請者
460人

○ 1団体

西東京市公立小・中学校
における教育研究活動に
対する補助金の交付に関
する事務取扱い要綱

414,000 0 0 0 414,000
教育部
教育指導課

333
西東京市中学校教育研究
会補助金

会員相互の研究、研修活
動を通して会員の資質を
高めるとともに、中学校教
育向上に寄与することを目
的とする。

教科や教科外などの教育
全般の研究、講習会や研
究発表会の諸事業、その
他本会の目的を達成する
ための諸事業

1人900円×会員申請者
240人

○ 1団体

西東京市公立小・中学校
における教育研究活動に
対する補助金の交付に関
する事務取扱い要綱

188,534 0 0 0 188,534
教育部
教育指導課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源
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決　算　額
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№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

334
西東京市立学校教育研究
奨励費

学校及び教員グループが
直面する教育課題につい
て研究するにあたり、研究
奨励費を交付し、その研
究成果を教育上の参考に
供し、本市教育の充実振
興に資することを目的とす
る。

研究指定校等が、市の教
育課題を研究主題とし、学
校教育に関する実践的研
究を継続して進め、報告
会を実施し、研究成果を
研究紀要等の配布、公開
授業や公開発表等の方法
によって市内学校、保護
者、地域住民に発表し、本
市教育の充実、振興に資
する。

1 研究指定校
　①指定校数　9校
　②研究期間　2年間
　③交付金額
　　1年目 １校20万円(3校)
　　2年目 １校32万円(3校)
　　小中連携校 3校計62
万
2 研究奨励校
　①指定校数 6校
　②交付金額 １校10万円
3 研究奨励教員グループ
　①指定数 2グループ
　②交付金額 1グループ5
万円

○
15校、2グ
ループ

西東京市立学校教育研究
奨励事業費交付要綱

2,850,273 0 0 0 2,850,273
教育部
教育指導課

335
西東京市立生徒大会参加
費補助金

西東京市立中学校の課外
活動の振興を図り、生徒の
健全な育成に資することを
目的とする。

生徒が参加するスポーツ
等の大会の参加費を主に
補助し、中学校部活動の
奨励と生徒の健全な育成
を図っている。

補助対象となる大会の参
加費(全額)
補助対象となる大会の参
加者旅費(予算の範囲内)

○ 9校
西東京市立中学校生徒大
会参加費補助金交付要綱

3,131,615 0 0 0 3,131,615
教育部
教育指導課

336
西東京市立中学校スポー
ツ大会補助金

西東京市立中学校のス
ポーツ大会を奨励し、ス
ポーツ大会活動を通して
各学校間相互の交流と技
術の向上を図る機会を与
え、心と体の健康づくりに
役立て、健全育成事業に
寄与するため。

市内の公共施設を主に使
用し、市立中学校が合同
で各種競技を実施してい
る。

スポーツ大会の運営に関
するもの

○ 1団体
西東京市立中学校スポー
ツ大会補助金交付要綱

850,000 0 0 0 850,000
教育部
教育指導課

337
西東京市立小中学校児
童・生徒作品展補助金

児童・生徒の創作意欲の
向上と鑑賞力等豊かな情
操を育てることを目的とし、
ひいては市民への学校教
育に対する理解、関心を
高めるため。

小学校児童作品展と中学
校生徒作品展において、
各教科の作品等を一堂に
会して展示している。

小学校　455,000円
中学校　290,000円

○ 2団体
西東京市立小中学校児
童・生徒作品展補助金交
付要綱

681,477 0 0 0 681,477
教育部
教育指導課

338 研修会等参加負担金
教育相談機能充実のた
め。

心理技術職の専門技術向
上

研修会参加費 ○ 2回 20,000 0 0 0 20,000
教育部
教育支援課

339
相談員各種研修会参加負
担金

教育相談員の資質・技術
向上のため。

相談員の専門的知識・技
術の習得をし、資質の向
上を図る。

研修会参加費 ○ 5回 44,000 0 0 0 44,000
教育部
教育支援課
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容

所　管　課根 拠 （ 法 令 等 ）

財　　源　　内　　訳

平成23年度
決　算　額

平 成 23 年 度 西 東 京 市 補 助 金 ・ 負 担 金 の 概 況

（単位：円）

№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

340
東京都学校教育相談研究
会参加負担金

学校教育相談の充実を図
るため。

学校教育的視点からの相
談についての知識・技術
を習得し、相談員の資質
向上を図る。

1校900円 ○ 19校
東京都学校教育相談研究
会会則

17,100 0 0 0 17,100
教育部
教育支援課

341 社会教育関係団体補助金
団体が行う事業の経費の
一部を補助し、社会教育
の発展を図る。

市民を対象とする講習会、
発表会、展示会等、調査・
研究資料作成等の事業に
要する経費補助

各団体の事業内容、予算
規模に応じて1団体1事
業、対象経費の2分の１以
内で30万円を限度とし、予
算の範囲で補助する。

○ 0団体

社会教育法第１３条
西東京市補助金交付要綱
西東京市社会教育関係団
体に対する補助金交付要
綱

0 0 0 0 0
教育部
社会教育課

342
都市社会教育委員連絡協
議会分担金

都市社会教育委員連絡協
議会の運営のため経費を
分担する。

都市社会教育連絡協議会
の分担金

一市町　25,000円 ○ 1団体
都市社会教育委員連絡協
議会会則

25,000 0 0 0 25,000
教育部
社会教育課

343
関東甲信越静社会教育委
員研究大会参加負担金

社会教育委員の研修のた
め、関東甲信越静社会教
育委員連絡協議会が主催
する研究大会の経費に充
てる。

関東甲信越静社会教育委
員研究大会への参加負担
金

大会参加費　１人3,500円 ○ 1団体
関東甲信越静社会教育委
員研究大会開催要項

45,500 0 0 0 45,500
教育部
社会教育課

344 文化財保存に係る補助金

文化財の保存、保護、継
承、育成及び活用を図り、
郷土文化意識の高揚に寄
与する。

市が指定した文化財の管
理運営及び事業に要する
経費補助

対象経費２分の１以下で、
予算の範囲で補助する。

○ 1団体
西東京市文化財保存に係
る補助金交付要綱

228,000 0 0 0 228,000
教育部
社会教育課

345
東京都市多摩郷土誌フェ
アー負担金

多摩各市が発行している
郷土誌関係の出版物を集
めて展示・有料頒布し普
及を図る。

立川市内の書店を一画を
３日間借り上げ展示販売を
行う。

１自治体あたり15,000円 ○ 1団体
東京都市社会教育課長会
文化財部会にて負担金額
を決定

15,000 0 0 0 15,000
教育部
社会教育課

346
関東甲信越静公民館研究
大会参加負担金

社会教育施設としての公
民館の役割や必要性、あ
り方について研究協議し、
公民館の位置付けを確か
なものにするために開催
する。

関東甲信越静公民館連絡
協議会会則第４条の規定
に基づく研究大会の経費
に充てる。

参加負担金　１人3,500円 〇 1団体

関東甲信越静公民館連絡
協議会会則
関東甲信越静公民館研究
大会開催要項

公運審委員
7,000円

公民館職員
14,000円

0 0 0 21,000
教育部
公民館

347
東京都公民館研究大会参
加負担金

社会教育施設としての公
民館の役割や必要性、あ
り方について研究協議し、
公民館の位置付けを確か
なものにするために開催
する。

東京都公民館連絡協議会
規約第４条の規定に基づ
く研究大会の経費に充て
る。

参加負担金　１人1,000円 〇 1団体

東京都公民館連絡協議会
規約
東京都公民館研究大会要
項

公運審委員
11,000円

公民館職員
35,000円

0 0 0 46,000
教育部
公民館
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容
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№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

348
東京都公民館連絡協議会
分担金

公民館の連絡連携及び公
民館体制・活動の発展を
図り、もって文化の発展に
寄与する。

東京都公民館連絡協議会
の運営のための経費に充
てる。

市均等割分20,000円 〇 1団体
東京都公民館連絡協議会
規約
同分担金納入規程

20,000- 0 0 0 20,000
教育部
公民館

349 施設維持管理費負担金
保谷駅前公民館ビル管理
費負担金として

〇 1団体 17,367,280 0 0 0 17,367,280
教育部
公民館

350
(社）日本図書館協会負担
金

日本図書館協会が発行す
る雑誌及び図書館に関す
る情報提供に対する負担
金

日本図書館協会発行の
「図書館雑誌」「日本の図
書館」等の資料提供及び
図書館に関する情報提供

○ 1団体 （社）日本図書館協会定款 50,000 0 0 0 50,000
教育部
図書館

351
東京都市町村立図書館長
協議会負担金

東京都市町村立図書館職
員の図書館大会及び職員
研究会等に対する負担金

東京都市町村立図書館大
会運営費及び講師謝礼等
の助成

○ 1団体
東京都市町村立図書館長
協議会規約

9,000 0 0 0 9,000
教育部
図書館

352
全国図書館大会参加負担
金

日本図書館協会が全国の
図書館等及びこれらに関
係ある者の連絡、提携のも
とに、図書館事業の進歩
発展を図り、わが国文化の
進展に寄与するために開
催する。

図書館の管理、運用、技
術に関する調査研究の事
例報告

○ 1団体 （社）日本図書館協会定款 39,000 0 0 0 39,000
教育部
図書館

353 菅平区費

少年自然の家のある菅平
地区の区政運営に必要な
区費を負担し、地域の発
展に貢献する。

上田市（全238地区）の地
区内に建物を所有する者
（区民）は毎年区費が割当
徴収され、各地区の諸事
業の運営経費に充てられ
る。

○ 1団体 菅平区規約 73,000 0 0 0 73,000
教育部
菅平少年自然の家

354 菅平寮組合費

少年自然の家が属する菅
平高原の寮組合の運営経
費を負担し、菅平高原の
観光振興と地域社会の発
展のために貢献する。

菅平高原にある寮や保養
施設等は、必ず旅館組合
か寮組合に加入して組合
費を負担し、菅平高原の
観光振興等のために協力
する。

○ 1団体 菅平高原寮組合規約 133,470 0 0 0 133,470
教育部
菅平少年自然の家
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事 業 内 容 補助内容（単価・額等） 個人 団体 対象数 国庫支出金 都支出金 その他 一般財源

内　　　　　　　容
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№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

355
危険物取扱者保安講習会
負担金

少年自然の家は重油地下
タンクのある危険物取扱施
設であるため、乙種危険
物取扱資格者の常駐が必
要な施設。有資格者の職
員に講習会を受講させ、
安全な施設管理を図る。

乙種危険物取扱資格者で
ある職員に危険物取扱保
安講習会を3年毎に受講さ
せ、施設に必要な有資格
者の確保と安全な管理運
営を行う。

○ 1団体 消防法 4,700 0 0 0 4,700
教育部
菅平少年自然の家

356
全国市議会議長会負担金
（議会活動費）

地方自治体の本旨にそ
い、都市の興隆発展を図
ることを目的とする。

1 地方自治の拡充強化に
関する方策の樹立
2 本会の意思を国会、政
府その他の関係方面に反
映させるための措置
3 地方自治に影響を及ぼ
す法律又は政令その他の
事項に関し、地方自治法
に基づく内閣に対する意
見の申出又は国会への意
見書の提出
4 市議会の制度及び運営
並びに都市行財政に関す
る調査研究
5 地方自治についての情
報資料の収集作成及び配
布
6 中央地方相互間の連携
7 その他必要な事項
平成23年度フォーラムの
テーマ
「二元代表制と地方議会
改革」
「地方議会と直接民主主
義について」
「議会基本条例について」

均等割　340,000円
人口割　379,000円
フォ－ラム参加負担金
　１人　5,000円×12人

○ ○ 1団体・12人
全国市議会議長会会則
及び同施行規則

779,000 0 0 0 779,000 議会事務局

357
全国市議会議長会負担金
（事務局運営管理費）

地方自治体の本旨にそ
い、都市の興隆発展を図
ることを目的とする。

平成23年度フォーラムの
テーマ
「二元代表制と地方議会
改革」
「地方議会と直接民主主
義について」
「議会基本条例について」

フォ－ラム参加負担金
　１人　5,000円×２人

○ 2人
全国市議会議長会会則
及び同施行規則

10,000 0 0 0 10,000 議会事務局
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№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

358
関東市議会議長会負担金
（議会活動費）

関東各市議会が協同して
地方自治の確立と都市の
興隆発展を図ることを目的
とする。

1 地方自治の拡充強化に
関する調査研究
2 都市の興隆発展に関す
る調査研究
3 市議会の制度及び運営
に関する調査研究
4 会員都市の議員の福利
厚生・親善事業
5 前各号の実現を図るた
めの必要な活動
6 その他必要な事項

各市負担金
　35,000円
総会事務費負担金
　12,000円
総会出席者負担金
　7,000円
理事会出席者負担金
　7,000円

○ ○ 1団体・1人 関東市議会議長会会則 61,000 0 0 0 61,000 議会事務局

359
関東市議会議長会負担金
（事務局運営管理費）

関東各市議会が協同して
地方自治の確立と都市の
興隆発展を図ることを目的
とする。

1 地方自治の拡充強化に
関する調査研究
2 都市の興隆発展に関す
る調査研究
3 市議会の制度及び運営
に関する調査研究
4 会員都市の議員の福利
厚生・親善事業
5 前各号の実現を図るた
めの必要な活動
6 その他必要な事項

総会出席者負担金
　7,000円
理事会出席者負担金
　7,000円

○ 1人 関東市議会議長会会則 14,000 0 0 0 14,000 議会事務局

360
東京都北多摩議長連絡協
議会負担金
（議会活動費）

地方自治の本旨に則り、
相互の連携のもとに各都
市の発展を図ることを目的
とする。

1 東京都市議会議長会へ
の意見具申、提言等の処
置
2 会員都市間の相互連
携、情報交換及び資料の
作成配布
3 南多摩市議会議長会及
び西多摩地区議長会との
相互連携、情報交換
4 その他必要な事項

各市負担金　　10,000円 ○ 1団体
東京都北多摩議長連絡協
議会会則

10,000 0 0 0 10,000 議会事務局
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対　　　　象

361
東京都市議会議長会負担
金
（議会活動費）

地方自治の本旨にそい、
相互の連携のもとに各都
市の発展を図ることを目的
とする。

1 地方自治の拡充強化に
関する調査研究立案
2 都市行財政に関する調
査研究
3 市議会の制度及び運営
に関する調査研究
4 本会の意思を関係方面
に反映させるための措置
5 会員都市間の相互連
携、情報交換及び資料の
作成配布
6 会員都市の議員及び事
務局職員研修
7 その他必要な事項

各市負担金　 150,000円 ○ 1団体 東京都市議会議長会会則 150,000 0 0 0 150,000 議会事務局

362
三多摩上下水及び道路建
設促進協議会負担金
（議会活動費）

三多摩地区の上下水道及
び道路建設促進を図ること
を目的とする。

1 三多摩地区の上下水道
及び道路建設に関する調
査研究
2 前項の調査研究の結果
を実現するための必要な
諸般の活動
3 その他会の目的達成に
必要な事項

各市負担金　　40,000円 ○ 1団体
三多摩上下水及び道路建
設促進協議会規約

40,000 0 0 0 40,000 議会事務局

363
全国都市問題会議出席者
負担金
（議会活動費）

市長や学識経験者の経験
や研究成果の報告及び事
例紹介等により、都市行政
の将来像について議論を
深めることを目的とする。

全国市長会、東京市政調
査会、日本都市センター、
鹿児島市の主催
テーマ「都市の魅力と交流
戦略　～地域資源×公共
交通＝地域活性化～」

１人10,000円 ○ 1人

主催：全国市長会・(財)東
京市政調査会・(財)日本
都市センター・鹿児島市
協賛：(財)全国市長会館
根拠：開催要領

10,000 0 0 0 10,000 議会事務局

364
全国都市問題会議出席者
負担金
（事務局運営管理費）

市長や学識経験者の経験
や研究成果の報告及び事
例紹介等により、都市行政
の将来像について議論を
深めることを目的とする。

全国市長会、東京市政調
査会、日本都市センター、
鹿児島市の主催
テーマ「都市の魅力と交流
戦略　～地域資源×公共
交通＝地域活性化～」

１人10,000円 ○ 1人 同上 10,000 0 0 0 10,000 議会事務局

365
政務調査費
（議会活動費）

市議会議員の調査研究に
資するための必要な経費
の一部として交付する。

西東京市議会議員の調査
研究に資するため必要な
経費の一部として交付して
いる。

１人当たり月額20,000円
平成23年4月～24年3月
議員数　28人

○ ○
9会派
（28人）

西東京市議会政務調査費
の交付に関する条例

5,925,918 0 0 0 5,925,918 議会事務局
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№ 事 業 名 称 事 業 目 的

対　　　　象

366
関東市議会事務局職員研
修会負担金
（事務局運営管理費）

議会事務局職員を対象と
した研修会

平成23年度研修テーマ
「地域力創造と活性化」
「大地震！そのときどうす
る？」

１人2,000円 ○ 1人 関東市議会議長会会則 2,000 0 0 0 2,000 議会事務局

367
全国議事記録議事運営事
務研修会負担金
（事務局運営管理費）

議会事務局職員（速記者
等）を対象とした研修会

会議録調製及び議事運営
上の諸問題について

１人15,000円 ○ 1人
全国議事録議事運営事務
研修会実施要領

15,000 0 0 0 15,000 議会事務局

368
全国市区選挙管理委員会
連合会負担金

運営に要する経費は、負
担金（分担金）等をもって
充てられ、市区選挙管理
委員会の業務の円滑な運
営、選挙の管理執行及び
選挙啓発等の改善研究を
図る

会員市区相互間及び支部
相互間の連絡調整・機関
誌その他選挙に関する図
書及び資料の刊行・研究
会、講習会等の開催に関
すること等

(平成20年3月31日住基人
口×17銭)＋均等割1市区
19,000円
≒51,300円(百円未満四
捨五入)
東京支部分担金
　1市5,000円
理事会及び研修会負担金

○ 1団体
全国市区選挙管理委員会
連合会規約

56,300 0 0 0 56,300
選挙管理委員会事
務局

369
東京都市選挙管理委員会
連合会負担金

運営に要する経費は、各
市の負担金及びその他の
収入をもって充てられ、選
挙の管理執行及び啓発宣
伝に資すると共に会員相
互の連携を密にし、もって
会の充実発展を図る。

選挙に関する法規の調査
研究・選挙及び啓発に関
する情報の収集交換、相
互間の連絡協力・会員及
び事務局職員の研修に関
すること等

(平成22年4月1日住基人
口×10銭)＋均等割1市
65,000円

○ 1団体
東京都市選挙管理委員会
連合会会則

84,200 0 0 0 84,200
選挙管理委員会事
務局

370
東京都市明るい選挙推進
協議会連合会負担金

運営に要する費用は、負
担金及びその他の収入を
もって充てられ、各市の明
るい選挙の推進運動に協
力し、会員相互の連絡調
整をはかり選挙の明朗化
の推進を図る。

明るい選挙推進に関する
企画、研究、研修、調査、
情報資料の収集及び配布
に関すること等

1市5,000円 ○ 1団体
東京都市明るい選挙推進
協議会連合会会則

5,000 0 0 0 5,000
選挙管理委員会事
務局
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371
マルチペイメント推進協議
会負担金

代金等の支払について、
顧客の利便性の向上、収
納機関の事務効率化を図
り、以って新たな仕組みと
してマルチペイメントネット
ワークの使用に関する意
見集約、普及及び利用促
進策の展開を図ること等を
目的とする。

1 日本マルチペイメント
ネットワーク運営機構（以
下「運営機構」という。）等
からの諮問による、本ネッ
トワークの使用及びサービ
ス内容に関する意見具申
2 運営機構からの委嘱に
よる、本ネットワークのシス
テム仕様の開示
3 本ネットワークの普及及
び利用促進思索の展開
4 その他本会の目的を達
成する為に必要な活動

特別会員となりマルチペイ
メントネットワークに参加す
るため、推進協議会で規
定された会費を負担する。

○ 1団体
日本マルチペイメントネット
ワーク推進協議会定款及
び会員規定

100,000 0 0 0 100,000 会計課

372
全国都市監査委員会負担
金

全国都市監査委員相互の
連絡を密にし、監査委員
制度の円滑なる運営とそ
の健全なる発達を図ること
をもって目的とする。

1 都市監査委員相互の意
思のそ通及び連絡
2 監査委員制度に関し、
関係官庁その他への陳
情、請願及び意見の上申
3 監査に関する研修会、
講演会の開催
4 監査に関する調査研究
資料等の発表交換
5 その他必要なこと

年会費42,000円 ○ 1団体 全国都市監査委員会会則 42,000 0 0 0 42,000 監査委員事務局

373
関東都市監査委員会負担
金

関東都市監査委員相互の
連絡と、監査委員制度の
進歩発展を図ることをもっ
て目的とする。

1 監査に関する調査、研
究の発表並びに資料の交
換
2 監査に関する研修会、
講演会の開催
3 監査委員並びに補助職
員の表彰
4 その他この会の目的達
成に必要な事業

年会費17,000円 〇 1団体 関東都市監査委員会規約 17,000 0 0 0 17,000 監査委員事務局

374
東京都市監査委員会負担
金

東京都市監査委員相互の
連けいを密にして、監査委
員制度の円滑な運営を図
ることを目的とする。

1 監査に関する調査、研
究会及び発表並びに資料
の交換
2 監査に関する研究会及
び講演会の開催
3 監査委員の表彰
4 その他この会の目的達
成に必要な事業

年会費26,000円 〇 １団体
東京都都市監査委員会規
約

26,000 0 0 0 26,000 監査委員事務局
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375
東京都農業会議賛助員拠
出金

農業及び農家に関し、広
汎な業務を行う法人である
農業会議の運営に関し、
「賛助員制度」により運営
することを目的とする。

東京都農業会議会則に従
い区市町村賛助員協議会
において、決定する。

○ 1団体
農業委員会等に関する法
律

388,000 0 0 0 388,000 農業委員会事務局

376
北多摩地区農業委員会連
合会負担金

農地法等の事務を行う行
政委員会として、共通の問
題を調査・研究することを
目的とする。

市町村の農家個数及び農
地面積の割合で決定す
る。

○ 1団体
北多摩地区農業委員会連
合会規約

59,000 0 0 0 59,000 農業委員会事務局

377 東京都農業会議負担金

農業及び農家に関し、広
汎な業務を行う法人である
農業会議が行う研修等に
参加すること目的をする。

研究研修会に係る負担金
割合で決定する。

○ 1団体
農業委員会等に関する法
律

30,000 0 0 0 30,000 農業委員会事務局

378
全国公平委員会連合会負
担金

委員会相互の連絡を緊密
にし、協力して人事公平制
度の円滑な運営を図る。

1 人事公平制度に関する
調査、研究及び資料の収
集
2 支部、県連及び会員相
互間の連絡並びに協力
3 会報、図書その他の資
料の刊行
4 その他本会の目的達成
上必要な事業

年会費45,000円
研究会負担金2,500円×4
人
総会負担金2,000円×4人
理事会負担金5,000円×2
人

○ 1団体
全国公平委員会連合会規
約

73,000 0 0 4,194 68,806 公平委員会

379
全国公平委員会連合会関
東支部負担金

委員会相互の連絡を密に
し、協力して公平制度の円
滑な運営を図る。

1 公平制度の調査、研究
及び資料の収集に関する
こと
2 公平委員会相互間の情
報の交換に関すること
3 連合会との連絡及び調
整に関すること
4 その他目的達成のため
に必要なこと

年会費18,000円
研究会負担金5,000円×3
人

○ 1団体
全国公平委員会連合会関
東支部規約

33,000 0 0 1,896 31,104 公平委員会

380
東京都公平委員会連合会
負担金

委員会相互の連絡を緊密
にするとともに、研修等を
行い人事公平制度の円滑
な運営を図る。

委員会相互の連絡を密に
し、研修等を行う。

年会費23,000円
第1回研究会1,500円×6
人
第2回研究会2,000円×5
人

○ 1団体
東京都公平委員会連合会
規約

42,000 0 0 2,413 39,587 公平委員会
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